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Ⅰ．事業の概要 
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１．目的 

2000年の社会福祉法成立により、利用者が自立した日常生活を送れるように支援する

ことが福祉サービスの基本理念として定められた。この法律に基づき、福祉サービスの質

は「良質かつ適切」であることが求められ、利用者の苦情は問題点や改善点を明確にする

だけでなく、適切に対応することで信頼関係の構築にもつながることから、サービスの質

を向上させる重要な指標とされている。社会福祉法では、苦情への適切な対応が福祉事業

者の責務（法第 82条）とされており、都道府県社会福祉協議会には運営適正化委員会が

整備され、苦情解決を補助する役割を担っている（法第 83条）。 

これらの苦情解決の仕組みが整備されてから、20年以上が経過し、さまざまな課題が

確認されていることから、2022年度に「運営適正化委員会事業のあり方に関する検討

会」が全国社会福祉協議会において開催され、課題及び改善の方向性についてまとめられ

た。 

とりまとめでは、運営適正化委員会が「苦情解決」と「運営監視」の機能を強化するこ

となど、福祉サービスの質の向上を促進していくことが示された。「苦情解決」事業につ

いては、「苦情対応機能」と「事業者の取り組み促進援助機能」の両輪を担い、機能強化

のため、体制や窓口の改善が必要とされている。国では、令和 5年度より都道府県社協に

設置する運営適正化委員会における苦情解決事業の取り組むべき課題を改めて整理するた

めの調査研究事業を進めている。 

そこで本事業では、苦情解決主体である事業者における第三者委員の設置等苦情解決体

制についての課題等について整理検討する。 

 

【本事業実施における着眼点】 

 

  

事業所の苦情解決

体制を明らかに 
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２．事業の概要 

本事業では以下の内容を実施した。 

1.検討委員会の設置・
運営 

社会福祉事業所における苦情解決体制等の実態を把握するた
めのアンケート調査やヒアリング調査の設計、検証方法、報告書の
とりまとめの方向性を検討するため、検討委員会を設置した。 
検討委員会は、学識者、全国社会福祉協議会、運営適正化委

員会、社会福祉事業者から５名で構成し、４回開催した。 
 

2．都道府県アンケート
調査  

都道府県、政令市、中核市を対象として、地方公共団体が福祉
サービスの苦情解決のために実施している内容を把握することを
目的に実施した。 

 
3.事業所アンケート調査 事業所を対象に、苦情受付体制等の実態を把握することを目的

にアンケート調査を実施した。 
調査対象は、高齢分野、障害分野、児童分野から報告された苦

情件数の多いサービス区分に注目して無作為抽出した。 
 

4.ヒアリング調査 都道府県アンケート調査、事業所アンケート調査をもとに、苦情
対応体制を構築している事業所に対して、ヒアリング調査を実施
し、各事業所の苦情解決への姿勢や対応方法についてとりまとめ
た。 

 
5.報告書の作成 本事業の報告書を作成した。 

 

 

【業務フロー】  
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３．調査概要 

(1) 都道府県、指定都市・中核市調査 

調査対象 都道府県、指定都市・中核市 

調査対象抽出方法 悉皆調査 

調査対象数 129か所 

（都道府県 47か所、指定都市・中核市 82か所） 

調査方法 メール依頼、エクセル回答 

調査期間 発出 2024年 10月 9日～2024年 11月 22日 

回答数 88票（回収率 68.2%） 

都道府県    ：30票（回収率 63.8%） 

指定都市・中核市：58票（回収率 70.7%） 

その他 当初回収締切 10月 23日→11月 22日に回収締切延期 

 

(2) 事業所調査 

調査対象 社会福祉事業所 

調査対象抽出方法 無作為抽出 

調査対象数 法人：6400法人 
① 介護老人福祉施設   ： 1,136事業所 
② 訪問介護       ： 1,836事業所 
③ 通所介護       ： 2,038事業所 
④ 就労継続支援 B型   ： 1,949事業所 
⑤ 共同生活援助     ： 1,699事業所 
⑥ 放課後等デイサービス ： 1,510事業所 
⑦ 保育所        ： 1,157事業所 

 

調査方法 依頼文を郵送、WEB回答 

限られた調査依頼の中で、多くのサービスについて実態を把握する

ため、法人内で実施している事業所を指定した上で、法人向けに調査

依頼を行い、事業所の状況を踏まえた上で、法人から回答する方式と

した。 

調査期間 発送 2024年 12月 6日（投函）～2025年 1月 17日 

回答数 法人：1,432票（回収率 22.4%） 

① 介護老人福祉施設   ： 187事業所（回収率 16.5%） 
② 訪問介護       ： 336事業所（回収率 18.3%） 
③ 通所介護       ： 294事業所（回収率 14.4%） 
④ 就労継続支援 B型   ： 503事業所（回収率 25.8%） 
⑤ 共同生活援助     ： 409事業所（回収率 24.1%） 
⑥ 放課後等デイサービス ： 357事業所（回収率 23.6%） 
⑦ 保育所        ： 203事業所（回収率 17.5%） 

 

その他 弊社ホームページから紙媒体の調査票をダウンロードできるように

設定した。 
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(3) ヒアリング調査  

調査対象 社会福祉事業所 

調査対象抽出方法 全国社会福祉法人経営者協議会のご推薦 

アンケート結果等から抽出 

調査対象数 ５ 事業所 

調査方法 オンラインまたは対面によるインタビュー 

調査期間 2024年 12月 24日～2025年 1月 21日 
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４．実施体制 

(1) 実施体制 

1）検討委員会（五十音順、敬称略） 

氏 名  所 属 ・ 役 職  

岩崎 香子 全国社会福祉協議会 政策企画部 部長 

右京 昌久 岩手県社会福祉協議会福祉サービス運営適正化委員会 事務局長 

佐藤 安代 東京都社会福祉協議会福祉サービス運営適正化委員会 事務長 

辻󠄀中 浩司 全国社会福祉法人経営者協議会 経営強化委員会 副委員長 

◎平田 厚 明治大学専門職大学院法務研究科 教授 

◎委員長 

2 ) オブザーバー（敬称略） 

氏 名  所 属 ・ 役 職  

田中 規倫 厚生労働省 社会・援護局 福祉基盤課 課長 

馬場 和弘 厚生労働省 社会・援護局 福祉基盤課 課長補佐 

塩野 勝明 厚生労働省 社会・援護局 福祉基盤課 課長補佐 

菊池 純一 厚生労働省 社会・援護局 福祉基盤課 予算・施設係長 

3 ) 事務局 

氏 名  所 属 ・ 役 職  

中村 友 
株式会社日本能率協会総合研究所  

福祉・医療・労働政策研究部 主任研究員 

河野 順子 
株式会社日本能率協会総合研究所 

福祉・医療・労働政策研究部 主任研究員 

金子 治 
株式会社日本能率協会総合研究所  

福祉・医療・労働政策研究部 研究員 
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(2) 検討委員会の開催 

開催した検討委員会（計４回）の開催日時及び主な議題は以下の通りである。 

 

【検討委員会の開催 】 

回 開催日時 主な議題 

第 1回 

令和６年 

9月 19日（水） 

16：00～18：00 

1．事業概要について 

2．都道府県等調査の検討 

3．事業所調査の検討 

4．ヒアリング調査の検討 

第 2回 

令和６年 

11月 14日（木） 

10：00～12：00 

1.都道府県等調査結果（速報値）について（経過報告） 

2.事業所調査の検討 

 ・調査の設計（調査対象）について 

 ・調査項目、設問について 

3.ヒアリング調査の対象の検討 

第 3回 

令和７年 

２月７日（月） 

17：00～19：00 

1.都道府県、指定都市・中核市調査結果について 

2.事業所調査結果について 

3.ヒアリング調査について 

4.とりまとめの方向性・報告書骨子案の検討 

第 4回 

令和７年 

３月 11日（火） 

17：00～19：00 

1.報告書（案）の検討 

・内容について 

・とりまとめについて 
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Ⅱ．社会福祉事業者における苦情解決体制

のあり方について 

 

 

● 当報告書確認にあたっての留意事項について 

各文の句点の後にある括弧内は、根拠となるページ数を示している 
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Ⅱ-1．各種調査結果から導出される現状と課題等について 

１．都道府県、指定都市・中核市調査 

 

（１） 地方公共団体の苦情受付の体制について 

 

⚫ 地方公共団体の苦情受付、管理体制では、窓口が明確になっておらずとも、都度対

応されており、また多くの地方公共団体が社会福祉事業者かどうかを問わず、苦情を

受け付けており、一定の体制は備わっていると考えられる。（P19（1）） 

 

（２） 苦情内容の活用について 

 

⚫ 苦情内容は、社会福祉事業者の「指導・監査」「社会福祉事業者（法人、事業所）のサ

ービスの質の向上」等で活用されており、サービスの質の確保に向けた取組にも寄与

していると考えられる。（P19（1）） 

 

（３） 運営適正化委員会との連携について 

 

⚫ 運営適正化委員会との連携では、指定都市・中核市は情報共有の場が設置されてお

らず、情報共有が進んでいないと考えられる。苦情内容は「指導・監査」等のサービス

の質の確保に向けた取組に寄与していると考えられることから、情報共有が進むこと

が望ましい。現状では、運営適正化委員会と指定都市・中核市の連携の仕組みが想

定されていないため、情報共有について課題があると考えられる。（P19（2）） 

 

（４） 苦情解決体制の周知・理解促進について 

 

⚫ 「社会福祉事業者に対するサービスの質の向上に関する取組、支援を行っている」地

方公共団体では、「苦情解決に関する説明、周知等の割合」が高くなっており、「社会

福祉事業者に対するサービスの質の向上に関する取組、支援」を行うことは、地方公

共団体から社会福祉事業者への苦情解決体制に関する説明や周知に影響している

と考えられる。地方公共団体から社会福祉事業者への説明や周知方法は、「口頭」が

多くなっており、社会福祉事業者の理解を深めるためには、他媒体の利用についても

工夫の余地がうかがえる。（P19（3）、20（5）） 

 

２．事業所調査 

 

（１） 事業所内の苦情解決体制について 

 

⚫ 苦情解決責任者と苦情受付担当者の配置の状況では、経営主体、提供サービスや

事業年数に関わらず、「どちらも配置できていない」の割合が一定数みられた。また、

配置の状況における専任者の配置（苦情解決責任者と苦情受付担当者がそれぞれ

別）は、法人別では「社会福祉法人」が高く、事業所別では「介護老人福祉施設」「保
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育所」が高く、法人別、事業所別で配置の状況に差があることがわかった。「社会福祉

事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針」では、苦情解

決体制として苦情解決責任者、苦情受付担当者を配置することが示されており、組織

として苦情解決体制の整備を進める必要があると考えられる。（P34(2)） 

 

（２） 第三者委員について 

 

⚫ 第三者委員は約半数の法人で設置していることがわかった。法人別では「社会福祉

法人」が高く、事業所別では「介護老人福祉施設」「保育所」が高く、法人別、事業所

別で設置状況に差がみられた。第三者委員を設置している法人では「苦情対応の透

明性が向上する」「利用者からの信頼性が高まる」といった効果が確認されており、利

用者との関係構築が促進されていると考えられる。また、苦情解決のための規程・マニ

ュアル整備や研修実施率が高く、苦情対応体制の成熟度が高いことがうかがえる。

（P35（4）） 

 

⚫ 第三者委員を設置していない法人における設置していない理由として、「既存業務で

対応可能」が多いが、苦情対応の透明性や信頼性が損なわれる可能性がある。また、

「社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針」で

は、苦情解決体制として第三者委員の設置が示されている。設置に向けて、「第三者

委員の設置が法人全体の評価向上に寄与している」ことを研修等を通じて伝えるとと

もに、第三者委員の適任者を周知して、設置を促進することが必要と考えられる。

（P35（4）） 

 

（３） 苦情解決に向けて 

 

⚫ 過去 1年間の苦情内容として、「職員の接遇」や「サービスの質・量」が多く、苦情対応

における課題として「職員のスキル不足」が最も多く、さらに「利用者・家族とのコミュニ

ケーションが難しい」が上位にあることから、主訴の把握が困難といった状況、あるい

は昨今の人材不足に伴う業務量過多により丁寧な対応ができない状況も考慮される

が、今回のアンケート結果としては、職員の対応能力の向上のための機会が必要と考

えられる。（P34（2、3）） 

 

⚫ 苦情対応に関する職員研修のテーマとして「苦情解決の基本的な手順」が最も多く、

次いで「利用者とのコミュニケーションスキル向上」であることから、苦情解決のために

組織全体として対応する手順、コミュニケーションスキルといった対人サービスの研修

を充実させる必要があることがうかがえる。（P34（3）） 

 

３．ヒアリング調査 

 

⚫ 苦情を事業改善の機会と捉える意識や、迅速な対応を図る仕組みがみられ、組織とし

て対応していることが確認されたことから、理解が不足している事業者に好事例を展

開することが必要と考えられる。（P69（1、2）） 
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⚫ また、苦情発生への予防的な取り組みとして、小さな気づきの共有、日々円滑なコミュ

ニケーション、意見交換の場の設置やアンケートの実施等、さまざま手法を用いて、利

用者・家族の意見や要望を聞きとる工夫がみられた。また、苦情はネガティブなもので

はなく、それらを事業の改善のためにつなげるため、対応を表彰する制度や職員の意

識改革の工夫がみられた。苦情に至らない日々のコミュニケーションや取組により利

用者・家族と意思疎通をはかること、また苦情があった場合でも、ネガティブなものとせ

ず、日々の運営に活かすことが重要であると考えられる。（P69（2）） 

 

⚫ 地域の人も利用できる施設を併設して運営している事業所、地域と共にイベントを開

催している事業所や年に数回程度、第三者委員が来所する機会があるといった地域

に開かれた事業所では第三者委員の確保が課題になっておらず、地域との関係性を

維持することで、第三者委員の適任者が見つかるものと考えられる。（P69（3）） 

 

⚫ 苦情解決を推進する事業者を評価する仕組み、外部支援体制（相談窓口等）の整備

等の実施により、事業者への支援を強化することで、組織・施設運営の全体的な品質

向上が期待でき、さらには利用者への支援につながると考えられる。（P69（4）） 
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Ⅱ-２．事業者の苦情解決体制の強化に向けて 

 

１．事業者の取組について 

（１）苦情解決への基本姿勢 

 

⚫ 事業者は、利用者からの苦情を真摯に受けとめ、組織として解決にあたり、事業改善

の契機とすることが必要である。訴えは、利用者・家族が意を決して伝えていることも

考慮し、苦情を申し立てている利用者・家族の課題と安易に判断することなく、申し出

を受付し、組織として対応を考えることが重要である。（P9 ２．事業者調査（１）に対

応） 

 

（２）苦情解決体制 

 

       ※基本的な体制は、「社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の

仕組みの指針」（参考資料）を参照。 

 

⚫ 苦情解決にあたっては、組織として対応できる体制が必要であり、苦情解決責任者、

苦情受付担当者等の設置の他、組織内で迅速に情報共有し、対応できる仕組みが

重要となる。（P12 ３．ヒアリング調査に対応） 

 

⚫ 苦情を事業改善の機会と捉える意識や迅速な対応を図る仕組みとして ICTや SNSを

使用した事例もあり、先進的に取り組んでいる事業者の事例を積極的に取り入れるこ

とが必要である。（P12 ３．ヒアリング調査に対応） 

 

⚫ 第三者委員を設置している法人では、利用者や地域との関係構築が促進されている

と考えられ、また、規程・マニュアル整備や研修実施率が高く、苦情対応体制の成熟

度が高いため、第三者委員を設置することで運営の透明性が増し、信頼性が高まるこ

とが期待できる。（P11 ２．事業者調査（２）、P12 ３．ヒアリング調査に対応） 

 

⚫ 日頃から地域との関係性を密にすることで、地域から第三者委員が確保されており、

また、第三者委員がいることで地域とのつながりが生まれていると考えられる。地域の

人も利用できる施設を併設して運営している事業所、地域とともにイベントを開催して

いる事業所や年に数回程度、第三者委員が来所する機会があるといった地域に開か

れた事業所であることが重要である。（P11 ２．事業者調査（２）、P12 ３．ヒアリング調

査に対応） 

 

（３）苦情発生の予防的取組 

 

⚫ 苦情発生への予防的な取組として、小さな気づきの共有、日々円滑なコミュニケーシ

ョン、意見交換の場の設置やアンケートの実施等、さまざまな手法を用いて、利用者・

家族の意見や要望を聞きとる工夫や苦情解決を評価し職員のモチベーションを維持

することも重要である。（P12 ３．ヒアリング調査に対応） 
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２．事業者と利用者を支えるための取組について 

（１）周知・啓発 

 

⚫ 事業者の質の確保に関する取組・周知啓発については、地方公共団体が積極的に

関与することが望まれる。特に、申請時等における苦情解決体制の周知では口頭以

外の手段を用いた取組が求められる。（Ｐ11 １．都道府県、指定都市、中核市調査

（４）に対応） 

 

（２）情報の共有 

 

⚫ 苦情内容は、「指導・監査」「社会福祉事業者（法人、事業所）のサービスの質の向上」

等で活用されていることから、サービスの質の確保に向けた取り組みにも寄与している

と考えられる。苦情内容を把握するためには、必要に応じて運営適正化委員会と地方

公共団体が情報共有することが求められる。（Ｐ11 １．都道府県、指定都市、中核市

調査（２）に対応） 

  

１．事業者の取組 

２．事業者と利用者を支える

ための取組 

（１）周知・啓発 

（２）情報の共有 

 

２．事業者と利用者

を支えるための

取組 

（３）研修の充実 

（４）苦情解決の評

価 

（５）ガイドライン作

成や窓口の設置 
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（３）研修の充実 

 

⚫ 研修では、苦情解決の手順といった組織の仕組みと職員のコミュニケーション能力と

いった対人サービスの需要が高いことから、これらの研修を充実し、苦情解決力を総

合的に高めることが必要である。（P12 ２．事業者調査（3）に対応） 

 

（４）苦情解決の評価 

 

⚫ 苦情解決を推進する事業者を評価する仕組みを整備することで、品質の確保にもつ

ながると考えられる。（P12 ３．ヒアリング調査に対応） 

 

（５）ガイドライン作成や窓口の設置 

 

⚫ 利用者・家族とのコミュニケーションが難しい場合に、職員がどのように対応するのか、

職員向けの指針や事例集等を整備することも重要である。また職員向け同様に、利用

者・家族とのコミュニケーションが難しい場合における管理者等が活用する組織向け

の苦情解決における全国的なガイドラインを整備し、利用者の要望を把握し、苦情解

決につなげる支援をすることも重要である。（P12 ２．事業者調査（3）に対応、P12 

３．ヒアリング調査に対応） 

 

⚫ さらに、事業者が受けた苦情を相談できる外部支援体制（相談窓口等）の整備等の実

施により、事業者の安心を確保し、モチベーションを維持向上させるなど、組織・施設

運営の全体的な品質の確保が考えられる。（P12 ３．ヒアリング調査に対応） 
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Ⅲ．アンケート調査 結果 

 

● グラフ・図表掲載方法について 

 回答は各質問の回答者数（n）を基数とした百分率（%）で示している。また、小数点以下第２位を四捨五入

しているため、内訳の合計が 100.0%にならない場合がある。 

 複数回答が可能な設問の場合、回答者が全体に対してどのくらいの比率であるかという見方になるため、

回答比率の合計が 100.0%を超える場合がある。 
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Ⅲ‐１．都道府県、指定都市・中核市調査結果のまとめ 

（１） 苦情受付体制・管理（記録）体制 

⚫ 苦情受付体制として「分野を隔てることなくワンストップの窓口で受けている」が 1.1%、

「分野ごとに窓口を設置して受けている」が 33.0％、「明確な窓口は設置せず、連絡が

あった都度受けている」が 39.8％であった。（P22、スライド 2） 

⚫ 苦情管理（記録）体制として「庁内で一元管理（記録）している」が 1.1％、「庁内の高

齢、障害、児童等の課室ごとに管理（記録）している」が 43.2％、「庁内の高齢、障害、

児童等の担当ごとに管理（記録）している」が 31.8％であった。（P22、スライド 3） 

⚫ 社会福祉事業者以外に対する苦情受付体制として「分野ごとに窓口を設置して受け

ている」が 26.1％、「明確な窓口は設置せず、連絡があった都度受けている」が

43.2％、「社会福祉事業者（法人、事業所）以外 に対する苦情がない」が 2.3％であ

った。（P23、スライド 5） 

⚫ 苦情内容を活用することが「ある」が 87.5％、その活用内容として、「指導・監査」が

92.2％で最も高く、次いで、「社会福祉事業者（法人、事業所）のサービスの質の向上

（利用者の権利擁護の観点で）」が 58.4％。また、社会福祉事業者（法人、事業所）の

サービスの質の向上（「利用者の権利擁護の観点」+「利用者の権利擁護の観点以外

の観点で」 どちらかで回答）は、62.3％であった。（P23、スライド 4） 

「指定都市・中核市」は「都道府県」よりも「苦情に至らない意見・要望への対応（信頼

関係の構築方法や意見を聞く機会の設定等）」の割合が高かった。（P23、スライド 4） 

 

（２） 運営適正化委員会との連携状況 

⚫ 運営適正化委員会との会議（連絡会等）が「ある」都道府県は、36.7％であった。

（P24、スライド 7） 

⚫ 過去１年間に運営適正化委員会と連携が「あった」指定都市・中核市は、15.5％であ

った。（P25、スライド 9） 

 

（３） 事業者向けの苦情解決の取組状況 

⚫ 社会福祉事業者に対するサービスの質の向上に関する取組、支援を「行っている」は

47.7％であった。（P27、スライド 13） 

⚫ 苦情対応の普及啓発に関する取組に関して、「行っている」は 4.5％であった。（P27、

スライド 12） 

⚫ 苦情解決のための研修を「行っている」は 1.1％であった。（P28、スライド 14） 

⚫ 社会福祉事業者から申請時苦情対応に関する説明や周知状況について「行ってい

る」が 44.3％であった。また、苦情解決に関する説明や周知の実施方法は、「口頭で

説明している」が 87.2％であった。（P28、スライド 15） 

⚫ 苦情解決の体制強化のために必要な取組として、「社会福祉事業者（法人、事業所）

への指導・監査の強化」が 78.4％で最も高く、次いで「苦情解決体制の整備状況の確

認」で 65.9％。「指定都市・中核市」は「都道府県」よりも「苦情解決に関する研修の実

施」の割合が高かった。（P29、スライド 16） 

 

（４） 自由意見について 

⚫ 社会福祉事業者における苦情解決の体制について喫緊の課題と感じることについ

て、「体制整備の不充分さ・形骸化に関して」が最も多かった。（P29、スライド 17） 
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⚫ 社会福祉事業者における苦情解決の体制について国への要望について、「苦情解

決研修やマニュアル整備」が最も多かった。（P31、スライド 20） 

 

（５） サービスの質向上に関する取組・支援実施別（問 12）/苦情対応に関する説明・周知別（問

14） 

⚫ 「サービスの質の向上に関する取組・支援を行っている」は「サービスの質の向上に関

する取組・支援を行っていない」よりも「社会福祉事業者のサービスの質の向上（利用

者の権利擁護の観点で） 」「社会福祉事業者のサービスの質の向上（利用者の権利

擁護の観点以外の観点で）」の割合が高かった。（P32、スライド 22） 

⚫ 「サービスの質の向上に関する取組・支援を行っている」は「サービスの質の向上に関

する取組・支援を行っていない」よりも社会福祉事業者から申請時苦情対応に関する

説明や周知を「行っている」の割合が高かった。（P32、スライド 23） 

⚫ 「サービスの質の向上に関する取組・支援を行っている」は「サービスの質の向上に関

する取組・支援を行っていない」よりも「苦情解決に関する研修の実施」の割合が高か

った。（P33、スライド 24） 

⚫ 「申請時苦情対応に関する説明・周知を行っている」は「申請時苦情対応に関する説

明・周知を行っていない」よりもサービスの質の向上に関する取組、支援を「行ってい

る」の割合が高かった。（P33、スライド 25） 
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Ⅲ-２．都道府県、指定都市・中核市調査結果 
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Ⅲ-３．事業所調査結果のまとめ 

 

（１） 事業所の属性について 

⚫ 回答した法人のうち、提供している割合が高いサービスは、全体では「就労継続支援

B型」が 35.1％で最も高く、次いで「共同生活援助」が 28.6％であった。（P38、スライ

ド 2） 

⚫ 回答した法人の種類として「社会福祉法人」が 39.8％で最も高く、次いで「株式会社」

が 28.3％、「NPO法人」が 13.3％であった。（P38、スライド 3） 

⚫ 回答した法人の平均事業継続年数は 22.9年、平均従事者（常勤）は 91.7人であっ

た。（P39、スライド 4） 

 

（２） 事業所の苦情解決体制について 

⚫ 苦情解決責任者と苦情受付担当者の配置状況に関して、「苦情解決責任者・苦情受

付担当者両方配置（担当者は別）」が最も多く、「社会福祉法人」は他の法人よりも「苦

情解決責任者・苦情受付担当者両方配置（担当者は別）」の回答割合が高かった。

（P40、スライド 6） 

⚫ 苦情解決責任者と苦情受付担当者の配置状況を事業所別にみると、「介護老人福祉

施設」、「保育所」は「苦情解決責任者・苦情受付担当者両方を配置している（担当者

はそれぞれ別である）」の割合が高かった。（P40、スライド 7） 

⚫ 「苦情解決責任者・苦情受付担当者両方を配置し、担当者は兼任である」理由は、

「法人または事業所の規模が小さいため」が最も多く、 次いで「兼任しても業務に支

障がないと判断したため」であった。（P41、スライド 8） 

⚫ 苦情解決責任者の役職は「施設長（事業所の長含む）」が最も多く、次いで「理事長・

社長」であった。（P42、スライド 10） 

⚫ 苦情受付担当者の役職は「施設長（事業所の長含む）」が最も多く、次いで「課長・部

長・主任」であった。（P43、スライド 12） 

⚫ 法人全体における利用者からの過去１年間の苦情件数に関して、全体では平均 3.8

件であった。その苦情の内容に関して、「職員の接遇に関するもの」が最も多く、次い

で「サービスの質・量に関するもの」であった。「社会福祉法人」は他の法人よりも「職員

の接遇に関するもの」「サービスの質・量に関するもの」の回答割合が高かった。

（P52、スライド 31 P53、スライド 32） 

 

（３） 事業所の苦情解決の仕組み・課題について 

⚫ 苦情解決の規程・マニュアルの有無は「規程とマニュアルの両方を定めている」が最も

多かった。法人種類別では、大きな違いは見られなかった。（P53、スライド 33） 

⚫ 苦情解決の仕組みの利用者や家族への周知方法は「入所・利用時の説明」が最も多

く、次いで「施設内に掲示」であった。社会福祉法人は他の法人よりも「施設内に掲

示」の回答割合が高かった。（P54、スライド 35） 

⚫ 苦情解決に関する職員研修実施・研修参加状況は、営利企業は他の法人よりも「法

人または事業所ごとに実施している」の割合が高く、「運営適正化委員会等が実施す

る研修会・セミナーに参加している」の割合が低かった。それらの苦情解決に関する職

員研修のテーマに関して、「苦情解決の基本的な手順」が最も高く、次いで「利用者
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や家族とのコミュニケーションスキル向上」であった。（P55、スライド 37 P56、スライド

39） 

⚫ 苦情申出・相談受付状況や結果の公表方法に関して、「苦情を申し出た人に報告し

ている」が最も高く、社会福祉法人は他の法人よりも「事業報告書へ掲載している」「ホ

ームページへ掲載している」の回答割合が高かった。（P57、スライド 41） 

⚫ 「法人全体において苦情をどのように考えているか」に関して、「サービスの質を向上さ

せるためのもの」が最も高く、次いで「利用者とのコミュニケーションを深めるためのも

の」であった。（P58、スライド 43） 

⚫ 法人全体での苦情対応での課題に関して、「職員のスキル不足」が最も高く、次いで

「適切な人材の確保が難しい」であった。（P59、スライド 44） 

⚫ 法人全体での第三者委員に関する課題に関して、「適切な第三者委員を見つけるの

が難しい」が最も高く、次いで「利用者や家族に第三者委員の存在が十分に周知され

ていない」であった。「営利企業」「NPO法人（認定含む）」は「社会福祉法人」よりも

「適切な第三者委員を見つけるのが難しい」の回答割合が高かった。（P59、スライド

45） 

⚫ 運営適正化委員会への期待と都道府県・市町村への期待に関して、ともに「苦情対

応・解決に関する相談・サポートの強化」が最も高く、次いで「研修・セミナーの開催」

であった。（P60、スライド 46.47） 

 

（４） 第三者委員について 

⚫ 第三者委員を設置している法人は全体の 51.2%であった。社会福祉法人では設置し

ている割合が高かった。（P44、スライド 14） 

⚫ 第三者委員の設置状況を事業所別にみると、「訪問介護」「通所介護」「就労継続支

援 B型」「共同生活援助」が約 5割程度、「放課後等デイサービス」は 32.2％である

中、「介護老人福祉施設」は 82.9％、「保育所」は『設置している』の割合が 91.6%と高

かった。（P44、スライド 15） 

⚫ 第三者委員の人数では、最も多いのは「２人」が 51.3％であり、『３人以上』設置してい

る割合が 28.5％であった。（P45、スライド 16） 

⚫ 役職に関して、「民生委員・児童委員」が 25.4％と最も高く、次いで「監事又は監査

役」が 23.1％であった。（P46、スライド 18） 

⚫ 第三者委員の過去 1年間の活動回数に関して、全体で平均 1.3件であった。活動内

容に関して、「苦情内容の確認、助言」が 75.0％で最も高く、次いで「日常的な状況把

握、助言」が 48.3％であった。（P49、スライド 25 P50、スライド 27）） 

⚫ 法人担当者の考える第三者委員を設置するメリットに関して、「苦情対応の透明性が

向上する」が 76.1％で最も高く、次いで「利用者からの信頼性が高まる」が 67.2％であ

った。（P48、スライド 22） 

⚫ 第三者委員を設置できていない理由としては「既存の業務・役職で対応可能」が最も

高く、次いで「設置コストが高い」であった。（P51、スライド 29） 

⚫ 第三者委員を設置している法人では設置できていない法人よりも、 

⇒ 「苦情解決責任者・苦情受付担当者両方配置（別の担当者）」の割合が高く、「苦

情解決責任者・苦情解決担当者兼任」や「設置していない」の割合が低かった。

（P61、スライド 49） 

⇒過去 1年間に利用者の声を受けとめるものとしての苦情受付件数が多いが、苦情

内容では「職員の接遇」「サービスの質・量」が多かった。（P62、スライド 50） 
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⇒苦情対応に関する職員研修を実施・参加している割合が高かった。（P63、スライド

53） 

⇒規程・マニュアルのどちらも定めていない割合が低かった。苦情解決の規程・マニュ

アルの有無は「規程とマニュアルの両方を定めている」が最も多かった。法人種類別

では、大きな違いはみられなかった。（P62、スライド 51） 

⚫ 苦情解決の仕組みの利用者や家族への周知方法は「入所・利用時の説明」が最も多

く、次いで「施設内に掲示」であった。社会福祉法人は他の法人よりも「施設内に掲

示」の回答割合が高かった。（P54、スライド 35） 
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Ⅲ-４．事業所調査結果 
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Ⅳ．ヒアリング調査 結果 
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Ⅳ-1．ヒアリング調査のまとめ 

（１） 苦情相談体制 

⚫ 苦情相談体制では、苦情解決責任者、苦情受付担当者を配置しており、苦情を受け

た場合に、事業所内、法人内で情報を共有し、対応できる体制を整え、苦情を把握

し、できるだけ早急に組織で対応する仕組みがみられた。（P71、72 松美会） 

⚫ さらに、IT ツールを利用し苦情内容を共有・報告される仕組（P75 六親会）、相談を

受けた担当者が即座にＳＮＳを利用し助言を求めることができる仕組を備えた法人も

みられた。（P80 佛子園） 

 

（２） 苦情発生への予防的な取組 

⚫ 小さな気づきの共有（P73 松美会）、日々円滑なコミュニケーション（P75 六親会）、

意見交換の場の設置（P77 陽風会）やアンケートの実施等（P79 明徳会）、さまざま

な手法を用いて、利用者・家族の意見や要望を聞きとる工夫がされていた。 

⚫ 苦情はネガティブなものではなく、それらを事業の改善のためにつなげるため、対応

を表彰する制度（P73 松美会）や職員の意識改革を行う事例（P79 明徳会）がみられ

た。 

 

（３） 第三者委員の活用 

⚫ 第三者委員に苦情内容を毎年度報告し、助言を求める事例（P79 明徳会）や施設に

来所の際に、意見を求めるといった事例がみられ、意見により振り返りや自事業所の

対応の適格性を確認するとともに、運営の透明性と改善を図っていた。（P75 六親

会） 

⚫ 事業所の中には、多く住民が来所することで日々さまざまな視点を得ている、地域に

開かれた施設があった。（P81 佛子園） 

⚫ これらの施設では第三者委員の確保や適任者がいないということが見受けられず、日

頃から地域と関係性を保つことで適任者が見つかりやすい、また第三者がいることで

地域とつながり、適任者が確保しやすいと考えられる。 

 

（４） 苦情解決に向けた課題意識 

⚫ 社会福祉法に基づく苦情解決体制について一部の事業所における理解不足、窓口

設置不足が指摘された。（P75 六親会） 

⚫ 法人や事業所が、苦情を受けた際に相談できる窓口の整備の必要性に関する意見

がみられた。（P79 明徳会） 

⚫ 苦情対応をポジティブなものとして考えるため、対応状況について評価する仕組みの

必要性が示された。（P79 明徳会） 

⚫ 第三者委員の設置対応では、地域性や解釈の違いが存在していることが指摘され

た。（P73 松美会） 
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Ⅳ-2．ヒアリング調査結果 

（１） ヒアリング調査対象について 

 

ヒアリング調査は、全国社会福祉法人経営者協議会からのご推薦、都道府県、指定都市・

中核市調査において推薦のあった法人、事業所のうち、協力を得られた事業所を対象とし

た。なお、ヒアリングはオンラインまたは対面にて実施した。 

 

【ヒアリング対象】 

法人名 所在地 ヒアリングを受けていただい

た方の主な提供サービス 

調査実施日 ヒアリング

手法 

社会福祉法人 松美会 山口県 ・特別養護老人ホーム 

・こども園 

2024/12/24 オンライン 

社会福祉法人 六親会 千葉県 ・特別養護老人ホーム 

 

2025/1/7 オンライン 

社会福祉法人 陽風会 沖縄県 ・老人福祉センター 2025/1/9 

 

オンライン 

社会福祉法人 明徳会 熊本県 ・障害者支援施設 

（施設入所支援、短期入所

支援、日中一時支援、生活

介護） 

 

2025/1/16 オンライン 

社会福祉法人 佛子園 石川県 ・障害者支援施設 

（居宅介護、行動援護、同

行援護、重度訪問介護、放

課後等デイサービス 等） 

 

2025/1/21 対面 
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事例１：社会福祉法人 松美会 

～リスクは必ずあるもの、苦情にも組織として対応できる仕組みづくり～ 

【法人・施設概要】 

設立年 平成６年（1994年） 

拠点 山口県下関市彦島を中心に約 30年の活動経験を持つ 

提供サービス 特別養護老人ホーム、通所介護、訪問介護、こども園 等 

※今回ヒアリングを受けていただいた方の事業所： 

特別養護老人ホーム（以下、「特養」という）、こども園 

職員数（施設・事業所計） 243人（令和 6年 4月） 

管理体制 ISO 9001（品質管理）と ISO 45001（労働安全衛生）を法人全体で取

得 

利用者の定員（2024年 12月 1日時点（ヒアリング対象）） 苦情件数 
（2023年度実績）  利用者数 うち、18歳未満 

245人 227人 119人 81件 

 

【苦情相談体制】 

項目 状況 

苦情解決「責任者」、苦情受付「担当者」の配置状況 
特養    ：専任担当者の配置 

こども園：兼任担当者の配置 

 苦情解決「責任者」の役職 
特養    ：施設長  

こども園：施設長 

 苦情受付「担当者」の役職 
特養    ：課長・部長・主任、 

こども園：施設長 

第三者委員の設置状況 事業所ごとに設置 

 第三者委員の人数 ２～３人 

 第三者委員の役職 
特養    ：民生委員・児童委員 

こども園：地域住民、元園長 

 
  

 

苦情発生 

受付担当者が第一窓口 

改善策を 

法人全体で共有 

事業所 

担当部署管理職 

報告 

5段階のリスクレベル※に応じた対応策の 

即時検討 

法人全体 

月１回の会議で 

全ての苦情を共有し 

再発防止策を検討 
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【苦情発生への予防的な取組事例】 

 苦情発生時の「対応マニュアル・報告様式」の標準化 

 ⚫ 「ファインド報告書（事前に気づいた問題点の記録）」「ヒヤリハット報告書（発生した問

題の記録）」「クレーム報告書（利用者や家族からの苦情や要望を記録）」の３種類の報

告書を活用したリスクマネジメント。 

⚫ 苦情等の発生内容別に報告の流れをマニュアル化することで、報告から解決までの

流れを明文化している。 

⚫ 苦情はリスクレベルが最も高いレベル５に位置づけ即時対応する仕組みとなってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～参考～ ５段階のリスクレベル（※） 

 提供サービスごとにリスクレベルを設定し、レベルごとの対応を規定している。苦情はすべての提

供サービスで最も即時に対応すべきレベル５として取り扱われている。 

 

【特別養護老人ホームのリスクレベル表】 

リスクレベル １ ２ ３ ４ ５ 

特別養護 

老人ホーム 

・危険予知 

・改善提案 

・器物損害

（職員） 

・職員間ﾄﾗﾌﾞ

ﾙ 

・不明外傷(軽

傷) 

・無断外出 

・異食 

・不明外傷(重

症) 

・転倒 

・転落 

・ずれ落ち 

・移乗・誘導 

・医療行為 

・経管栄養 

・吸引 

苦情 

 

  

最も高い

レベルに

苦情を位

置づけ 
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 日常的な職員の「気づきや改善を奨励」 

 ⚫ 職員が利用者や家族の「違和感」や「小さなサイン」を「心の声カード」として記録に残

し、他の職員と共有する仕組みづくり（ファインド報告書）。 

⚫ 効果的な改善をもたらしたファインド報告書を表彰することで、職員が積極的に改善点

を見つけ報告・共有する仕組みと雰囲気づくりを実現している。 

 

【第三者委員】 

 第三者委員からの助言 

 ⚫ 苦情解決だけでなく、施設運営に外部視点を取り入れるようにしている。特別養護老

人ホームでは第三者委員が入所検討委員会にも参加しており、その際に助言をもらう

など、第三者の視点を得られる機会を設けている。 

 

【苦情解決に向けた課題意識（制度のあり方について）】 

 相談窓口について 

 ⚫ 有料老人ホーム等の社会福祉法人以外の民間事業者が運営している施設では苦情

窓口（法人内）の対応が不足しているのではないか。 

⚫ 増加しているカスタマーハラスメントについて、施設や従事している職員が対応方法を

相談できる窓口の設置（法人の外に相談できる窓口）の設置が必要ではないか。 

⚫ 第三者委員の設置対応について地域性や解釈の違いがある。 
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事例２：社会福祉法人 六親会 

～組織として苦情解決に取り組むための研修制度やアドバイスの充実～ 

 

【施設概要】 

設立年 平成６年（1994年） 

拠点 千葉県印西市を中心に約 30年の活動経験を持つ 

提供サービス 特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、通所介護、小規模多機能型

居宅介護、認知症対応型共同生活介護 等 

※今回ヒアリングを受けていただいた方の事業所： 

特別養護老人ホーム 

職員数（施設・事業所計） 248人（令和 6年 4月） 

管理体制 ISO 9001（品質管理）、ISO45001(労働安全衛生管理)を取得 

定員（2024年 12月 1日時点） 苦情件数 
（2023年度実績）  利用者数 うち、18歳未満 

291人 282人 0人 10件 

 

【苦情相談体制】 

項目 状況 

苦情解決「責任者」、苦情受付「担当者」の配置状況 兼任担当者の配置 

 苦情解決「責任者」の役職 施設長 

 苦情受付「担当者」の役職 相談員 

第三者委員の設置状況 事業所ごとに設置 

 第三者委員の人数 ２人 

 第三者委員の役職 
監査又は監査役 

評議員 

 

 
  

苦情発生 

担当者が第一窓口 

クラウド上で報告・共有 

責任者が助言・対応 

事業所 
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【苦情発生への予防的な取組事例】 

 従事者・利用者・家族との「情報共有の充実」 

 ⚫ 日常的なコミュニケーションの機会を大事にし、家族が面会に来る際には必ず利用者

の担当が日々の様子を伝えるようにしている。 

⚫ 理事長の机を事務スペースに置くことで、現場と経営の距離を大事にしており、事務

所にかかってくる苦情電話への対応や振り返りがリアルタイムで共有しやすい。 

⚫ 利用者や家族からの要望を踏まえて、第一窓口となる相談員や、責任者である施設

長に直通でつながる電話番号を用意している。 

⚫ 報告事案が発生した場合は、クラウドで状況を迅速に共有、対応できる仕組みを構築

している。 

 

 

 従事者への「研修の充実」 

 ⚫ 外部研修への参加を重視しており、介護・介助の技術だけではなく、仕事の目的や価

値などを振り返る研修への参加を推奨している。 

 

 

【苦情解決に向けた課題意識（制度のあり方について）】 

 事業所間「格差の拡大」 

 ⚫ 「苦情解決の仕組み」が社会福祉法上の義務になっているにもかかわらず、未だに理

解していない事業者がいる。 

⚫ 苦情を受けた担当者個人の課題やケアだけで済ませるのではなく、組織全体の課題

として共有し解決策を模索する体制づくりが必要ではないか。 

⚫ 苦情件数が「１人・１件」という数え方になっているが、毎日３時間苦情を言い続ける人

など、苦情を言う人によって、受けとめる側の負担感が大きく異なるため、「１人・１件」と

いう統計の取り方では現場の負担感を正確に把握することは難しいのではないか。 

⚫ 「要望と苦情の棲み分け」は難しく、その場で解決しやすい「要望」は、あえて苦情報

告としては上げないことが多いため、現場で実施されている「解決」は見た目上の苦情

件数よりも多いのではないか。 

⚫ カスタマーハラスメントを「苦情を言う側の問題」としてのみ扱うのではなく、「一線を乗り

越えた、意を決した訴え」として考えることが重要ではないか。 
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事例３：社会福祉法人 陽風会 

～利用者とのコミュニケーションを密にした苦情の未然防止～ 

 

【施設概要】 

設立年 平成 18年（2006年） 

拠点 沖縄県那覇市を中心に老人福祉センター3施設を指定管理にて運

営 

提供サービス 軽費老人ホーム、老人福祉センター、地域包括支援センター 等 

※今回ヒアリングを受けていただいた方の事業所： 

   老人福祉センター 

職員数（施設・事業所計） 62人（令和 6年 4月） 

定員（2024年 12月 1日時点（ヒアリング対象）） 苦情件数 
（2023年度実績）  利用者数 うち、18歳未満 

－ 620人 0人 １件 

 

【苦情相談体制】 

項目 状況 

苦情解決「責任者」、苦情受付「担当者」の配置状況 兼任担当者の配置 

 苦情解決「責任者」の役職 施設長 

 苦情受付「担当者」の役職 施設長 

第三者委員の設置状況 設置していない 

 第三者委員の人数 ― 

 第三者委員の役職 ― 

 

 
  

 
苦情発生 

相談員が第一窓口 

事業所 

施設長 

報告 

常時報告・相談できる体制 
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【苦情発生への予防的な取組事例】 

 苦情発生時の「迅速な情報共有」 

 ⚫ 苦情発生時は即座に施設長に報告する体制が根付いているため、時間がかかる事で

課題が複雑化しないように対応することができている。 

 

 日常的な職員の「利用者とのコミュニケーションづくり」 

 ⚫ 施設のモットーを「利用者の笑顔、利用者が本当に喜んでくれる環境づくり」におき、

利用者とのコミュニケーションの機会を大事にしていることで、普段と様子が異なる利

用者がいた場合は、一人一人に最適なコミュニケーション（声かけ）を通じて状態を確

認することができている。 

 

 さまざまな会議体の活用 

 ⚫ 第三者委員の設置はないものの、運営委員会を開催している。運営委員会には地域

の有識者 10人程度で構成され、施設運営や地域の要望について議論しており、丁

寧な議論を繰り返すことで相互の理解が深まっている。 

⚫ イベント（地域祭り）や利用者連絡会議の場を活用して、利用者との意見交換を実施し

ており、この中で要望についても議論している。 

 

【イベント（地域祭り）の様子】                【連絡会議の様子】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【苦情解決に向けた課題意識】 

 「苦情にならない環境づくり」の重要性 

 ⚫ 日頃の利用者とのコミュニケーションを通じて、利用者の心身の状況を把握したり、そ

の状況を行政などの関係機関に共有することで、利用者一人一人にとって心地よい

環境をつくれれば、苦情への準備や、苦情への対応を検討するための会議などは必

要ないのではないか。 
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事例４：社会福祉法人 明徳会 

～権利擁護・虐待防止を基本とした意見聴取と事業改善につなげる取組～ 

 

【施設概要】 

設立年 平成 17年（2005年） 

拠点 熊本県熊本市を中心に障害福祉サービスを提供 

提供サービス 施設入所支援、短期入所支援、日中一時支援、生活介護、自立訓

練、就労移行支援、就労継続支援 B型 等 

※今回ヒアリングを受けていただいた方の事業所： 

施設入所支援、短期入所支援、日中一時支援、生活介護 

職員数（施設・事業所計） 114人（令和 6年 4月） 

定員（2024年 12月 1日時点（ヒアリング対象）） 苦情件数 
（2023年度実績）  利用者数 うち、18歳未満 

180人 150人 10人 10件 

 

【苦情相談体制】 

項目 状況 

苦情解決「責任者」、苦情受付「担当者」の配置状況 兼任担当者の配置 

 苦情解決「責任者」の役職 施設長 

 苦情受付「担当者」の役職 サービス管理・提供責任者  

第三者委員の設置状況 法人全体で設置 

 第三者委員の人数 ２人 

 第三者委員の役職 行政書士、元学校長 

 

 
  

 

苦情発生 

サービス管理・

提供責任者 

が第一窓口 

事業所 

施設長 
報告 

・ 

相談 

常時報告・相談できる体制 
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【苦情発生への予防的な取組事例】 

 利用者の意見を受けとめるための「複数の仕組みづくり」 

 ⚫ 直接のコミュニケーション以外にも、連絡帳や意見箱など、利用者や家族が利用しや

すい意見表明の手段を複数用意し、様々な手段から利用者等の意見を受けとめてい

る。 

【意見を受けとめる様々な取組】 

対象 内容 回数 

利用者 情報交換、話合いの場 月１回 

家族 権利擁護・虐待防止アンケート 年２回 

家族 情報交換、話合いの場 年２回 

家族オンブズマン 施設巡回・意見収集 年２回 
 

【利用者情報交換・話合いの場の様子】     【家族オンブズマン会議の様子】 

 

 

 

 

 

 

 苦情を「事業改善のきっかけ」と捉えるための職員教育 

 ⚫ 些細な苦情でも、「ネガティブ」なものとしてとらえるのではなく、事業所内で共有するこ

とで、事業改善の機会を逃さない取組を意識的に行っている。 

 

【第三者委員】 

 第三者委員からの助言 

 ⚫ 年 2回の定期会議で苦情事例の報告と改善のアドバイスを受けている。対応方法に

ついて、自施設での対応が適当であったかどうかの確認や振り返りにつながってい

る。また、第三者委員は家族オンブズマンの施設巡回時にも同行し、意見を伺ってお

り、年間４回の程度の協力を得ている。 

 

【苦情解決に向けた課題意識】 

 苦情対応への「負担軽減」 

 ⚫ 利用者の苦情受付窓口が整備される一方で、事業所が受けた苦情について相談でき

る窓口がない。これらの整備も必要ではないか。 

⚫ 苦情対応の結果や透明性を外部機関が評価し、苦情対応をポジティブに考えることに

より、職員のモチベーションにつなげられる工夫が必要ではないか。 

⚫ 施設で対応できる苦情の線引きをする必要があり、それ以上を求められてヒートアップ

してしまうとカスタマーハラスメントに発展してしまう。対応できる苦情の線引きについて

対応基準の統一が必要ではないか。 

 

 

 

  



80 

 

事例５：社会福祉法人 佛子園 

～地域コミュニティに溶け込み多様な視点の取り入れ～ 

 

【施設概要】 

設立年 昭和 35年（1960年） 

拠点 石川県白山市を中心に障害福祉サービスを提供 

提供サービス 居宅介護、行動援護、同行援護、重度訪問介護、放課後等デイサー

ビス、児童発達支援、保育所等訪問支援 等 

※今回ヒアリングを受けていただいた方の事業所： 

居宅介護、行動援護、同行援護、重度訪問介護、放課後等デイサー

ビス 等 

職員数（施設・事業所計） 708人（令和 6年 4月） 

定員（2024年 12月 1日時点（ヒアリング対象）） 苦情件数 
（2023年度実績）  利用者数 うち、18歳未満 

200人 200人 40人 ３件 

 

【苦情相談体制】 

項目 状況 

苦情解決「責任者」、苦情受付「担当者」の配置状況 専任担当者の配置 

 苦情解決「責任者」の役職 理事長・社長 

 苦情受付「担当者」の役職 管理者 

第三者委員の設置状況 法人全体で設置 

 第三者委員の人数 ２人 

 第三者委員の役職 監事又は監査役 

 

 
 

  

苦情発生 

担当者が第一窓口 

SNSで報告・共有・相談 

事業所 
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【苦情発生への予防的な取組事例】 

 意見・要望が言いやすい環境の整備 

 ⚫ 障害福祉サービスを提供すると来てもらうことが前提となり、利用者にとってはアウェ―

な環境となるため、要望などを言いづらい環境になる。地域の中であれば、さまざまな

要望やアイデアを言いやすい環境となる。地域の中に溶け込むことで、様々な要望を

受け入れている。 

⚫ さらに、人々が集うことで様々な対立や争いが生まれることがある。この対立や争いを

否定しないことを基本としている。 

⚫ そのためには、教育が重要となるため、困難な状況を疑似体験できる教育プログラム

を独自で開発し、実践している。 

 

【施設内風景】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【苦情解決に向けた課題意識】 

 「地域に開かれた施設」であることの意義 

 ⚫ 施設と地域をわけるのではなく、地域のコミュニティの中に存在する施設の位置づけに

配慮することで、常に地域の人が施設内を見てくれるため、第三者委員に頼らなくて

も、自然と解決すべき改善点が得られる。 

⚫ 就労継続支援 A型、B型としてスポーツジムや飲食店を運営しているほか、温泉施設

を併設していることから、1日 1000人以上の来場があり、およそ７割が障害福祉サー

ビスを利用する人ではなく、さまざまな人が集える場となっている。さまざまな人が集ま

ることで、多くの意見を把握、取り入れることができる体制となっている。 
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参考資料 1：調査票  
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１．都道府県調査票 

 

 

 

  

問1 回答者をご記入ください

1. 都道府県名

2. 所管課

3. 記入者名

4. 連絡先（電話）

5. 連絡先（メールアドレス）

問２ 貴都道府県では、社会福祉事業者（法人、事業所）に対する苦情をどのように受けていますか。

※当調査における社会福祉事業者は、社会福祉法第2条の第一種、第二種事業を指します。

問2

1. 分野（高齢、障害、児童等）を隔てることなくワンストップの窓口で受けている

2. 分野（高齢、障害、児童等）ごとに窓口を設置して受けている

3. 明確な窓口は設置せず、連絡があった都度受けている

4. その他（記述）

⇒

問３ 貴都道府県では、社会福祉事業者（法人、事業所）に対する苦情内容をどのように管理（記録）していますか。

問3

1. 庁内で一元管理（記録）している

2. 庁内の高齢、障害、児童等の課室ごとに管理（記録）している

3. 庁内の高齢、障害、児童等の担当ごとに管理（記録）している

4. その他（記述）

⇒

3-1. 問3で「１～３」と回答した方に伺います。貴都道府県では、社会福祉事業者（法人、事業所）に対する苦情内容のうちどの程度の苦情を管理（記録）していますか。（複数回答）

問3－1

1. 重大な苦情（虐待が疑われる等、緊急対応が必要と考えられる）

2. 中程度の苦情（利用者の不満はあるものの、緊急対応は必要ないと考えらえる）

3. 軽度な苦情（中程度の苦情よりも比較的軽い内容）

4. 内容にかかわらず全てを記録している

問4 貴都道府県では、都道府県で受け付けた社会福祉事業者（法人、事業所）の苦情内容を活用することがありますか。

問4

1. ある

2. ない

4-1. 問4で「1.ある」と回答した方に伺います。どのように活用していますか。（複数回答）

問4－1

1. 苦情解決の体制整備

2. 第三者委員への啓発

3. 社会福祉事業者（法人、事業所）のサービスの質の向上（利用者の権利擁護の観点で）

4.

5. 苦情に至らない意見・要望への対応（信頼関係の構築方法や意見を聞く機会の設定等）

6. 社会福祉事業者への研修（ケーススタディ等）

7. 庁内職員への研修

8. 指導・監査

9. その他（記述）

⇒

問5 貴都道府県では、社会福祉事業者（法人、事業所）以外 に対する苦情をどのように受けていますか。

問5

1. 分野（高齢、障害、児童等）を隔てることなくワンストップの窓口で受けている

2. 分野（高齢、障害、児童等）ごとに窓口を設置して受けている

3. 明確な窓口は設置せず、連絡があった都度受けている

4. その他（記述）

⇒

5. 社会福祉事業者（法人、事業所）以外 に対する苦情がない

問6 社会福祉事業者（法人、事業所）以外 に対する苦情についてどのような対応をしていますか。（複数回答）

問6

1. 苦情申立者に法人、事業所等とよく話し合ってもらうよう説明している

2. 苦情の内容を法人、事業所等へ伝えて、苦情申立者に丁寧に説明し、理解を得るように依頼している

3. 苦情申し立てを事業所等にしていない場合は、苦情申立者に対して、苦情申し立てするよう説明している

4. 苦情の内容を市区町村へ伝えて、対応を依頼している

5. 行政機関が設置してい相談機関等を案内している

6. 民間団体が開設している相談窓口を案内している

7. 運営適正化委員会での解決を推奨している

8. その他（記述）

⇒

未回答

設問あり

未回答

設問あり

未回答

設問あり

未回答

設問あり

あてはまる場合「１」を選択

未回答

設問あり

あてはまる場合「１」を選択

社会福祉事業者（法人、事業所）のサービスの質の向上（利用者の権利擁護の観点以外の観点で）

例：接遇や設備面の改善等

　社会福祉事業者の「苦情解決」に関する都道府県アンケート調査票

　Ⅰ.　回答者情報

　Ⅱ.　体制について

未回答

設問あり

ご記入ください

〇　社会福祉法では、苦情への適切な対応が社会福祉事業者の責務（法第82条）とされており、都道府県社会福祉協議会には運営適正化委員会が置かれ、苦情解決を補助する役割を担っています（法第83条）。

〇　本事業では、社会福祉事業者の苦情解決体制の強化につなげるため、都道府県、政令市、中核市における取組の情報を把握することを目的としています。

〇　本調査とは別に社会福祉法第2条の第一種、第二種事業者に対して、苦情解決体制の状況を把握する調査を実施する予定です（一部サービス標本調査）。

〇　回答を頂いた内容は、今後の施策立案のための基礎資料として使用いたします。目的以外の用途で使用することはありません。

〇　本調査で回答いただいた内容は、統計的に処理し、個々の回答者等が特定できないようにいたします。

〇　調査結果は報告書として公表されますが、個々の回答者が記載されることはございません。

〇　本アンケートは運営適正化委員会の運営や財務に関与する部署が、とりまとめてご回答いただきますようお願いいたします。

御回答方法

回答者情報

未回答

設問あり

あてはまる場合「１」を選択
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 問7 社会福祉事業者（法人、事業所）への苦情に関して、運営適正化委員会とどのような連携をしていますか。（複数回答）

問7

1. 情報共有の場を設けており、その中で苦情内容についての報告を受けて、共有している

2. 虐待や法令違反などの案件以外でも必要に応じて、その都度、苦情内容に関する報告を受けている

3. 事業者の個別事案について、必要に応じて、その都度、運営適正化委員会と連携して解決に取り組んでいる

4. 運営適正化委員会が行う社会福祉事業者等に対する研修に参加している

5. 運営適正化委員会が行う社会福祉事業者等に対する巡回指導に参加している

6. その他（記述）

⇒

7-1. 問7で「1」と回答した方に伺います。どの程度の頻度で情報共有の場（会議や連絡会等）を実施していますか。

問7－1

1. 1年に1度程度

2. 半年に1度程度

3. 3か月に1度程度

4. 1か月に1度以上

5. 頻度は決まっておらず都度

6. 把握できていない

問8 運営適正化委員会との会議（連絡会等）がありますか。

※運営適正化委員会が開催する会議への参加等を含みます。

問8

1. ある

2. ない

8-1. 問8で「1.ある」と回答した方に伺います。どの程度の頻度で会議が開催されていますか。

問8－1

1. 1年に1度程度

2. 半年に1度程度

3. 3か月に1度程度

4. 1か月に1度程度

5. 不定期開催

問9 貴都道府県または運営適正化委員会は、社会福祉事業者（法人、事業所）に対して苦情対応の取組状況※に関する調査を行っていますか。

※管内の社会福祉事業者に対する苦情対応体制（第三者委員会の設置状況や運営状況等）や苦情内容について確認する調査

問9

1. 毎年度実施している

2. 毎年度ではないが、定期的に実施している

3. 過去に実施したことがある

4. 把握していない

問10 貴都道府県では、社会福祉事業者（法人、事業所）が提供するサービスの指導監査する際に、苦情に関する情報をどこから得ていますか。（複数回答）

問10

1. 庁内に寄せられた情報から（同一部署のみのデータから）

2. 庁内に寄せられた情報から（他分野のデータも参考にする）

3. 運営適正化委員会からの報告・通報

4. 他地方公共団体の公開内容から

5. 社会福祉事業者（法人、事業所）の公開情報

6. その他（記述）

⇒

問11 貴都道府県では、苦情対応の普及啓発のためパンフレット等の媒体を作成し、社会福祉事業者（法人、事業所）に配布するなどの取組を行っていますか。（運営適正化委員会事業は除く）

問11

1. 行っている

2. 行っていない

11-1. 問11で「1.行っている」と回答した方に伺います。具体的な取り組み内容を教えてください。（取組が記載されているURL等があれば、ご紹介ください）

⇒

問12 貴都道府県では、社会福祉事業者（法人、事業所）に対するサービスの質の向上に関する取組、支援を行っていますか。（運営適正化委員会事業は除く）

問12

1. 行っている

2. 行っていない

12-1. 問12で「1.行っている」と回答した方に伺います。具体的な取り組み内容を教えてください。（取組が記載されているURL等があれば、ご紹介ください）

⇒

問13 貴都道府県では、社会福祉事業者（法人、事業所）に向けて苦情解決のための研修を行っていますか。（運営適正化委員会事業は除く）

問13

1. 行っている

2. 行っていない

13-1. 問13で「1.行っている」と回答した方に伺います。具体的な研修を教えてください。（取組が記載されているURL等があれば、ご紹介ください）

⇒

問14 貴都道府県では、社会福祉事業者（法人、事業所）から申請（新規、変更、加算等）があった際、苦情対応に関する説明や周知を行っていますか。

問14

1. 行っている

2. 行っていない

14-1. 問14で「1.行っている」と回答した方に伺います。どのような方法で実施していますか。（複数回答）

問14－1

1. 口頭で説明している

2. チラシやパンフレットを手渡している

3. 掲示物（ポスター）を確認してもらっている

4. 苦情解決の研修を紹介している

5. 苦情解決の研修を実施している

6. WEBの掲載先を紹介している

7. その他（記述）

⇒

14-2 . 問14で「2.行っていない」と回答した方に伺います。行っていない理由を教えてください。（複数回答）

問14－2

1. 業務の優先順位として低いため

2. 説明や周知に関する具体的な指針やマニュアルが整備されていないため

3. 社会福祉事業者（法人、事業所）からの要望がないため

4. 運営適正化委員会や庁内からも要望がないため

5. 苦情対応に関する情報は他の方法（例：ホームページ、パンフレットなど）で提供しているため

6. 人員や時間的なリソースが不足しているため

7. その他（記述）

⇒

問15 社会福祉事業者（法人、事業所）の苦情解決の体制を強化するために、都道府県としてどのような取り組みが必要だと思いますか。（複数回答）

問15

1. 社会福祉事業者（法人、事業所）への指導・監査の強化

2. 苦情解決に関する研修の実施

3. 苦情解決体制の整備状況の確認

4. 利用者への周知強化

5. 運営適正化委員会や市町村との連携強化

6. その他（記述）

⇒

　Ⅲ.　運営適正化委員会との連携について

未回答

設問あり

未回答

設問あり

あてはまる場合「１」を選択

あてはまる場合「１」を選択

未回答

設問あり

未回答

設問あり

未回答

設問あり

あてはまる場合「１」を選択

あてはまる場合「１」を選択

未回答

設問あり

あてはまる場合「１」を選択

未回答

設問あり

未回答

設問あり

　Ⅳ.　事業者向けの苦情解決の取組状況

未回答

設問あり
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問16 社会福祉事業者（法人、事業所）における苦情解決の体制について喫緊の課題と感じることについて教えてください。

⇒

問17 意思表示をすることが困難な方（知的障害がある方や認知症を患っている方）における苦情に関する課題を教えてください。

⇒

問18 社会福祉事業者（法人、事業所）における苦情解決について、都道府県がどこまで介入できると考えているか、教えてください。

⇒

問19 社会福祉事業者（法人、事業所）における苦情解決の体制について国への要望があれば教えてください。

⇒

問20 当調査では、社会福祉事業者（事業所）に対してヒアリング調査を予定しています。

管内の社会福祉事業者で苦情対応の体制を整え、適切に運営し、サービスの質の向上につなげている事業者があればご紹介ください。

未回答・エラーのある設問があります。再度ご確認下さい。

　Ⅴ.　その他

事業所名 取組の概要（わかる範囲で結構です）
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２．指定都市・中核市調査票 

 

  

問1 回答者をご記入ください

1. 市名

2. 所管課

3. 記入者名

4. 連絡先（電話）

5. 連絡先（メールアドレス）

問２ 貴市では、社会福祉事業者（法人、事業所）に対する苦情をどのように受けていますか。

※当調査における社会福祉事業者は、社会福祉法第2条の第一種、第二種事業を指します。

問2

1. 分野（高齢、障害、児童等）を隔てることなくワンストップの窓口で受けている

2. 分野（高齢、障害、児童等）ごとに窓口を設置して受けている

3. 明確な窓口は設置せず、連絡があった都度受けている

4. その他（記述）

⇒

問３ 貴市では、社会福祉事業者（法人、事業所）に対する苦情内容をどのように管理（記録）していますか。

問3

1. 庁内で一元管理（記録）している

2. 庁内の高齢、障害、児童等の課室ごとに管理（記録）している

3. 庁内の高齢、障害、児童等の担当ごとに管理（記録）している

4. その他（記述）

⇒

3-1. 問3で「１～３」と回答した方に伺います。貴市では、社会福祉事業者に対する苦情内容のうちどの程度の苦情を管理（記録）していますか。（複数回答）

問3-1

1. 重大な苦情（虐待が疑われる等、緊急対応が必要と考えられる）

2. 中程度の苦情（利用者の不満はあるものの、緊急対応は必要ないと考えらえる）

3. 軽度な苦情（中程度の苦情よりも比較的軽い内容）

4. 内容にかかわらず全てを記録している

問4 貴市では、社会福祉事業者（法人、事業所）の苦情内容を活用することがありますか。

問4

1. ある

2. ない

4-1. 問4で「1.ある」と回答した方に伺います。どのように活用していますか。（複数回答）

問4－1

1. 苦情解決の体制整備

2. 第三者委員への啓発

3. 社会福祉事業者（法人、事業所）のサービスの質の向上（利用者の権利擁護の観点で）

4.

5. 苦情に至らない意見・要望への対応（信頼関係の構築方法や意見を聞く機会の設定等）

6. 社会福祉事業者への研修（ケーススタディ等）

7. 庁内職員への研修

8. 指導・監査

9. その他（記述）

⇒

問5 貴市では、社会福祉事業者（法人、事業所）以外 に対する苦情をどのように受けていますか。

問5

1. 分野（高齢、障害、児童等）を隔てることなくワンストップの窓口で受けている

2. 分野（高齢、障害、児童等）ごとに窓口を設置して受けている

3. 明確な窓口は設置せず、連絡があった都度受けている

4. その他（記述）

⇒

5. 社会福祉事業者（法人、事業所）以外 に対する苦情がない

問6 社会福祉事業者（法人、事業所）以外 に対する苦情についてどのような対応をしていますか。（複数回答）

問6

1. 苦情申立者に法人、事業所等とよく話し合ってもらうよう説明している

2. 苦情の内容を法人、事業所等へ伝えて、苦情申立者に丁寧に説明し、理解を得るように依頼している

3. 苦情申し立てを事業所等にしていない場合は、苦情申立者に対して、苦情申し立てするよう説明している

4. 当市が設置している相談支援機関等を案内している

5. 民間団体が開設している相談窓口を案内している

6. 運営適正化委員会に相談するよう説明している

7. その他（記述）

⇒

あてはまる場合「１」を選択

未回答

設問あり

未回答

設問あり

未回答

設問あり

未回答

設問あり

　社会福祉事業者の「苦情解決」に関する指定都市・中核市アンケート調査票

　Ⅰ.　回答者情報

　Ⅱ.　体制について

未回答

設問あり

ご記入ください

〇　社会福祉法では、苦情への適切な対応が社会福祉事業者の責務（法第82条）とされており、都道府県社会福祉協議会には運営適正化委員会が置かれ、苦情解決を補助する役割を担っています（法第83条）。

〇　本事業では、社会福祉事業者の苦情解決体制の強化につなげるため、都道府県、政令市、中核市における取組の情報を把握することを目的としています。

〇　本調査とは別に社会福祉法第2条の第一種、第二種事業者に対して、苦情解決体制の状況を把握する調査を実施する予定です（一部サービス標本調査）。

〇　回答を頂いた内容は、今後の施策立案のための基礎資料として使用いたします。目的以外の用途で使用することはありません。

〇　本調査で回答いただいた内容は、統計的に処理し、個々の回答者等が特定できないようにいたします。

〇　調査結果は報告書として公表されますが、個々の回答者が記載されることはございません。

〇　本アンケートは福祉部門の総務課等が、とりまとめてご回答いただきますようお願いいたします。

御回答方法

回答者情報

あてはまる場合「１」を選択

未回答

設問あり

社会福祉事業者（法人、事業所）のサービスの質の向上（利用者の権利擁護の観点以外の観点で）

例：接遇や設備面の改善等

未回答

設問あり

あてはまる場合「１」を選択
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 問7 社会福祉事業者（法人、事業所）への苦情に関して、都道府県とどのような連携をしていますか。（複数回答）

問7

1. 情報共有の場を設けており、その中で苦情内容について、共有している

2. 虐待や法令違反などの案件以外でも必要に応じて、その都度、都道府県から苦情内容に関する連絡を受けている

3. 都道府県と連携して社会福祉事業者等に対する研修等を実施している

4. 事業者の個別事案について、必要に応じて、その都度、都道府県と連携して解決に取り組んでいる

5. その他（記述）

⇒

6. 具体的な連携はしていない

7-1. 問7で「1」と回答した方に伺います。どの程度の頻度で情報共有の場（会議や連絡会等）を実施していますか。

問7－1

1. 1年に1度程度

2. 半年に1度程度

3. 3か月に1度程度

4. 1か月に1度以上

5. 頻度は決まっておらず都度

6. 把握できていない

問8 貴市では、過去1年間で運営適正化委員会と連携したことがありましたか。

問8

1. あった

2. なかった

8-1. 問8で「1.あった」と回答した方に伺います。どのように連携しましたか。（複数回答）

問8-1

1. 日頃から情報共有の場を設けており、情報交換を行っている

2. 虐待や法令違反などの重要案件以外でも必要に応じて、その都度、苦情内容に関する報告を受け共有している

3. 事業者の個別事案について、必要に応じて、その都度、運営適正化委員会と連携して解決に取り組んでいる

4. 運営適正化委員会が行う社会福祉事業者等に対する研修に参加している

5. 運営適正化委員会が行う社会福祉事業者等に対する巡回指導に参加している

6. その他（記述）

⇒

問9 貴市では、社会福祉事業者（法人、事業所）に対して苦情対応の取組状況※に関する調査を行っていますか。

※管内の社会福祉事業者に対する苦情対応体制（第三者委員会の設置状況や運営状況等）や苦情内容について確認する調査

問9

1. 毎年度実施している

2. 毎年度ではないが、定期的に実施している

3. 過去に実施したことがある

4. 把握していない

問10 貴市では、社会福祉事業者（法人、事業所）が提供するサービスの指導監査する際に、苦情に関する情報をどこから得ていますか。（複数回答）

問10

1. 庁内に寄せられた情報から（同一部署のみのデータから）

2. 庁内に寄せられた情報から（他分野のデータも参考にする）

3. 運営適正化委員会からの報告・通報

4. 他地方公共団体の公開内容から

5. 社会福祉事業者（法人、事業所）の公開情報

6. その他（記述）

⇒

問11 貴市では、苦情対応の普及啓発のためパンフレット等の媒体を作成し、社会福祉事業者（法人、事業所）に配布するなどの取組を行っていますか。

問11

1. 行っている

2. 行っていない

11-1. 問11で「1.行っている」と回答した方に伺います。具体的な取り組み内容を教えてください。（取組が記載されているURL等があれば、ご紹介ください）

⇒

問12 貴市では、社会福祉事業者（法人、事業所）に対するサービスの質の向上に関する取組、支援を行っていますか。（運営適正化委員会事業は除く）

問12

1. 行っている

2. 行っていない

12-1. 問12で「1.行っている」と回答した方に伺います。具体的な取り組み内容を教えてください。（取組が記載されているURL等があれば、ご紹介ください）

⇒

問13 貴市では、社会福祉事業者（法人、事業所）に向けて苦情解決のための研修を都道府県と連携して行っていますか。

問13

1. 行っている

2. 行っていない

13-1. 問13で「1.行っている」と回答した方に伺います。具体的な研修を教えてください。（取組が記載されているURL等があれば、ご紹介ください）

⇒

問14 貴市では、社会福祉事業者（法人、事業所）から申請（新規、変更、加算等）があった際、苦情対応に関する説明や周知を行っていますか。

問14

1. 行っている

2. 行っていない

14-1. 問14で「1.行っている」と回答した方に伺います。どのような方法で実施していますか。（複数回答）

問14－1

1. 口頭で説明している

2. チラシやパンフレットを手渡している

3. 掲示物（ポスター）を確認してもらっている

4. 苦情解決の研修を紹介している

5. 苦情解決の研修を実施している

6. WEBの掲載先を紹介している

7. その他（記述）

⇒

14-2 . 問14で「2.行っていない」と回答した方に伺います。行っていない理由を教えてください。（複数回答）

問14－2

1. 業務の優先順位として低いため

2. 説明や周知に関する具体的な指針やマニュアルが整備されていないため

3. 社会福祉事業者（法人、事業所）からの要望がないため

4. 庁内から要望がないため

5. 苦情対応に関する情報は他の方法（例：ホームページ、パンフレットなど）で提供しているため

6. 人員や時間的なリソースが不足しているため

7. その他（記述）

⇒

問15 社会福祉事業者（法人、事業所）の苦情解決の体制を強化するために、貴市としてどのような取り組みが必要だと思いますか。（複数回答）

問15

1. 社会福祉事業者（法人、事業所）への指導・監査の強化

2. 苦情解決に関する研修の実施

3. 苦情解決体制の整備状況の確認

4. 利用者への周知強化

5. 運営適正化委員会や都道府県との連携強化

6. その他（記述）

⇒

未回答

設問あり

未回答

設問あり

未回答

設問あり

未回答

設問あり

あてはまる場合「１」を選択

あてはまる場合「１」を選択

未回答

設問あり

　Ⅳ.　事業者向けの苦情解決の取組状況

未回答

設問あり

あてはまる場合「１」を選択

あてはまる場合「１」を選択

未回答

設問あり

未回答

設問あり

　Ⅲ.　都道府県等との連携について

未回答

設問あり

あてはまる場合「１」を選択

あてはまる場合「１」を選択
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問16 社会福祉事業者（法人、事業所）における苦情解決の体制について喫緊の課題と感じることについて教えてください。

⇒

問17 意思表示をすることが困難な方（知的障害がある方や認知症を患っている方）における苦情に関する課題を教えてください。

⇒

問18 社会福祉事業者（法人、事業所）における苦情解決について、政令市・中核市がどこまで介入できると考えているか、教えてください。

⇒

問19 社会福祉事業者における苦情解決の体制について国への要望があれば教えてください。

⇒

問20 当調査では、社会福祉事業者（事業所）に対してヒアリング調査を予定しています。

管内の社会福祉事業者（事業所）で苦情対応の体制を整え、適切に運営し、サービスの質の向上につなげている事業者があればご紹介ください。

未回答・エラーのある設問があります。再度ご確認下さい。

　Ⅴ.　その他

事業所名 取組の概要（わかる範囲で結構です）
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３．事業所アンケート調査票 

 

  

 

   こ
の
調
査
は
、
法
人
及
び
依
頼
文
に
掲
載
さ
れ
て
い
る
事
業
所
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

 

 【
す
べ
て
の
人
に
お
聞
き
し
ま
す
】

 

問
１
．
依
頼
文
に
記
載
さ
れ
て
い
る
提
供
サ
ー
ビ
ス
で
事
業
所
名
が
記
載
さ
れ
て
い
る
サ
ー
ビ
ス
名
を
選
択
し
て
く
だ

さ
い
。

 

な
お
、
以
降
の
設
問
に
お
け
る
各
サ
ー
ビ
ス
は
、
依
頼
文
に
記
載
さ
れ
て
い
る
事
業
所
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ

さ
い
。
【
複
数
選
択
可
】

 

１
．
介
護
老
人
福
祉
施
設

 
５
．
共
同
生
活
援
助

 

２
．
訪
問
介
護

 
６
．
放
課
後
等
デ
イ
サ
ー
ビ
ス

 

３
．
通
所
介
護

 
７
．
保
育
所
 

４
．
就
労
継
続
支
援
Ｂ
型

 
 

 問
２
．
貴
法
人
の
種
類
を
教
え
て
く
だ
さ
い
。

 
 

 
 
 
【
一
つ
選
択
】

 
 
 
 
 

 
 

 

１
．
社
会
福
祉
法
人

 
６
．
有
限
会
社
 

２
．
一
般
社
団
法
人
・
一
般
財
団
法
人
・
公
益

社
団
法
人
・
公
益
財
団
法
人

 
７
．
合
同
会
社
 

３
．
医
療
法
人

 
８
．
認
定
N
P
O
法
人

 

４
．
学
校
法
人

 
９
．
N
P
O
法
人
 

５
．
株
式
会
社

 
1
0
．
そ
の
他
法
人
（

 
 
 
 
 
 
）
 

 問
３
．
貴
法
人
と
各
事
業
所
の
事
業
継
続
年
数
及
び
従
事
者
（
常
勤
）
数
を
教
え
て
く
だ
さ
い
。
【
数
値
記
入
】

 

 
 
 
（
2
0
2
0
年
か
ら
開
始
し
た
場
合
、

4
年
。
1
年
未
満
は

0
と
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
従
事
者
数
は
実
人
数
を
ご
記

入
し
て
く
だ
さ
い
）

 

※
各
サ
ー
ビ
ス
は
、
依
頼
文
に
記
載
さ
れ
て
い
る
事
業
所
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
。

 

 
事
業
継
続
年
数
 

従
事
者
（
常
勤
）
数

 

法
人
全
体
 

（
 
 
 
 
）
年
 

（
 
 
 

 
）
人
 

介
護
老
人
福
祉
施
設

 
（
 
 
 
 
）
年
 

（
 
 
 

 
）
人
 

訪
問
介
護
 

（
 
 
 
 
）
年
 

（
 
 
 

 
）
人
 

通
所
介
護
 

（
 
 
 
 
）
年
 

（
 
 
 

 
）
人
 

就
労
継
続
支
援
Ｂ
型

 
（
 
 
 
 
）
年
 

（
 
 
 

 
）
人
 

共
同
生
活
援
助

 
（
 
 
 
 
）
年
 

（
 
 
 

 
）
人
 

放
課
後
等
デ
イ
サ
ー
ビ
ス

 
（
 
 
 
 
）
年
 

（
 
 
 

 
）
人
 

保
育
所
 

（
 
 
 
 
）
年
 

（
 
 
 

 
）
人
 

※
問
１
で
選
択
い
た
だ
い
た
各
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
回
答
し
て
く
だ
さ
い
。
（
以
降
の
灰
色
囲
み
部
分
の
文
字
は

W
e
b

調
査
画
面
に
は
表
示
さ
れ
ま
せ
ん
）
。

 

社
会
福
祉
事
業
者
に
お
け
る
苦
情
解
決
体
制
の
あ
り
方
に
関
す
る
調
査
研
究

 
【
事
業
所
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
票
】 

基
本
属
性

 

   問
４
．
苦
情
解
決
責
任
者
と
苦
情
受
付
担
当
者
の
配
置
状
況
を
教
え
て
く
だ
さ
い
。
【
そ
れ
ぞ
れ
１
つ
ず
つ
選
択
】

 

※
各
サ
ー
ビ
ス
は
、
依
頼
文
に
記
載
さ
れ
て
い
る
事
業
所
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
。

 

 
法 人 全 体 

介 護 老 人 福 祉 施 設 

訪 問 介 護 

通 所 介 護 

就 労 継 続 支 援 Ｂ 型 

共 同 生 活 援 助 

放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス 

保 育 所 

苦
情
解
決
責
任
者
の
み
を
配
置
し
て
い
る

 
１

 
１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

苦
情
受
付
担
当
者
の
み
を
配
置
し
て
い
る

 
２

 
２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

苦
情
解
決
責
任
者
・
苦
情
受
付
担
当
者
両
方
を

 

配
置
し
て
い
る
（
担
当
者
は
兼
任
で
あ
る
）

 
３

 
３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

苦
情
解
決
責
任
者
・
苦
情
受
付
担
当
者
両
方
を

 

配
置
し
て
い
る
（
担
当
者
は
そ
れ
ぞ
れ
別
で
あ
る
）

 
４

 
４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

ど
ち
ら
も
配
置
で
き
て
い
な
い

 
５

 
５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

※
問
１
で
選
択
い
た
だ
い
た
各
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
回
答
し
て
く
だ
さ
い
。

 

 【
問
４
で
選
択
肢
３
を
選
ん
だ
法
人
全
体
と
各
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
ご
回
答
し
て
く
だ
さ
い
】
 

問
５
．
苦
情
解
決
責
任
者
・
苦
情
受
付
担
当
者
両
方
を
配
置
し
て
い
て
、
担
当
者
は
兼
任
で
あ
る
理
由
に
つ
い
て
、
あ

て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
を
お
選
び
く
だ
さ
い
。
【
そ
れ
ぞ
れ
複
数
選
択
可
】

 

※
各
サ
ー
ビ
ス
は
、
依
頼
文
に
記
載
さ
れ
て
い
る
事
業
所
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
。

 

 
法 人 全 体 

介 護 老 人 福 祉 施 設 

訪 問 介 護 

通 所 介 護 

就 労 継 続 支 援 Ｂ 型 

共 同 生 活 援 助 

放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス 

保 育 所 

法
人
ま
た
は
事
業
所
の
人
員
不
足
の
た
め

 
１

 
１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

法
人
ま
た
は
事
業
所
の
規
模
が
小
さ
い
た
め

 
２

 
２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

兼
任
し
て
も
業
務
に
支
障
が
な
い
と
判
断
し
た
た
め

 
３

 
３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

一
人
の
担
当
者
が
兼
任
す
る
こ
と
で
、
意
思
決
定
の
迅
速
化

や
業
務
の
効
率
化
が
図
れ
る
た
め

 
４

 
４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

苦
情
が
少
な
く
、
担
当
者
を
分
け
る
必
要
が
な
い
た
め
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

第
三
者
委
員
等
の
外
部
サ
ポ
ー
ト
体
制
が
整
っ
て
い
る
た
め

 
６

 
６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

そ
の
他
（

 
 
 
 
 

 
）
 

７
 

７
 

７
 

７
 

７
 

７
 

７
 

７
 

苦
情
解
決
体
制
に
つ
い
て
（苦
情
解
決
責
任
者
・
苦
情
受
付
担
当
者
） 
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【
問
４
で
選
択
肢

1
・
３
・
４
を
選
ん
だ
法
人
全
体
と
各
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
】

 

問
６
．
苦
情
解
決
責
任
者
の
役
職
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
を
お
選
び
く
だ
さ
い
。

 

※
複
数
い
る
場
合
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
役
職
を
お
選
び
く
だ
さ
い
。
【
そ
れ
ぞ
れ
複
数
選
択
可
】
 

※
各
サ
ー
ビ
ス
は
、
依
頼
文
に
記
載
さ
れ
て
い
る
事
業
所
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
。

 

 
法 人 全 体 

介 護 老 人 福 祉 施 設 

訪 問 介 護 

通 所 介 護 

就 労 継 続 支 援 Ｂ 型 

共 同 生 活 援 助 

放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス 

保 育 所 

施
設
長
（
事
業
所
の
長
含
む
）

 
１

 
１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

サ
ー
ビ
ス
管
理
・
提
供
責
任
者

 
２

 
２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

管
理
者

 
３

 
３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

理
事
長
・
社
長

 
４

 
４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

課
長
・
部
長
・
主
任

 
５

 
５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

相
談
員
（
支
援
員
含
む
）

 
６

 
６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

そ
の
他
（

 
 
 
 
 

 
）
 

７
 

７
 

７
 

７
 

７
 

７
 

７
 

７
 

役
職
な
し

 
８

 
８
 

８
 

８
 

８
 

８
 

８
 

８
 

 【
問
４
で
選
択
肢
２
・
３
・
４
を
選
ん
だ
法
人
全
体
と
各
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
】

 

問
７
．
苦
情
受
付
担
当
者
の
役
職
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
を
お
選
び
く
だ
さ
い
。

 

※
複
数
い
る
場
合
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
役
職
を
お
選
び
く
だ
さ
い
。
【
そ
れ
ぞ
れ
複
数
選
択
可
】
 

※
各
サ
ー
ビ
ス
は
、
依
頼
文
に
記
載
さ
れ
て
い
る
事
業
所
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
。

 

 
法 人 全 体 

介 護 老 人 福 祉 施 設 

訪 問 介 護 

通 所 介 護 

就 労 継 続 支 援 Ｂ 型 

共 同 生 活 援 助 

放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス 

保 育 所 

施
設
長
（
事
業
所
の
長
含
む
）

 
１

 
１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

サ
ー
ビ
ス
管
理
・
提
供
責
任
者

 
２

 
２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

管
理
者

 
３

 
３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

理
事
長
・
社
長

 
４

 
４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

課
長
・
部
長
・
主
任

 
５

 
５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

相
談
員
（
支
援
員
含
む
）

 
６

 
６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

そ
の
他
（

 
 
 
 
 

 
）
 

７
 

７
 

７
 

７
 

７
 

７
 

７
 

７
 

役
職
な
し

 
８

 
８
 

８
 

８
 

８
 

８
 

８
 

８
 

   問
８
．
第
三
者
委
員
の
設
置
状
況
を
教
え
て
く
だ
さ
い
。

 
 

 
 
 
 
【
そ
れ
ぞ
れ
１
つ
ず
つ
選
択
】

 

 
 
 
※
各
サ
ー
ビ
ス
は
、
依
頼
文
に
記
載
さ
れ
て
い
る
事
業
所
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
。

 

 
法 人 全 体 

介 護 老 人 福 祉 施 設 

訪 問 介 護 

通 所 介 護 

就 労 継 続 支 援 Ｂ 型 

共 同 生 活 援 助 

放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス 
保 育 所 

設
置
し
て
い
る

 
１

 
１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

設
置
で
き
て
い
な
い

 
２

 
２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

※
問
１
で
選
択
い
た
だ
い
た
各
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
回
答
し
て
く
だ
さ
い
。

 

 【
問
８
で
「
１
．
設
置
し
て
い
る
」
を
選
ん
だ
法
人
全
体
と
各
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
】

 

問
９
．
第
三
者
委
員
の
人
数
を
教
え
て
く
だ
さ
い
。

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
【
そ
れ
ぞ
れ
１
つ
ず
つ
選
択
】

 

※
各
サ
ー
ビ
ス
は
、
依
頼
文
に
記
載
さ
れ
て
い
る
事
業
所
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
。

 

 
法 人 全 体 

介 護 老 人 福 祉 施 設 

訪 問 介 護 

通 所 介 護 

就 労 継 続 支 援 Ｂ 型 

共 同 生 活 援 助 

放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス 

保 育 所 

１
人

 
１

 
１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

２
人

 
２

 
２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

３
人

 
３

 
３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

４
人

 
４

 
４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

５
人

 
５

 
５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

６
人
以
上

 
６

 
６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

 

苦
情
解
決
体
制
に
つ
い
て
（第
三
者
委
員
）
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【
問
８
で
「
１
．
設
置
し
て
い
る
」
を
選
ん
だ
法
人
全
体
と
各
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
】

 

問
1
0
．
第
三
者
委
員
の
役
職
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
を
お
選
び
く
だ
さ
い
。

 

【
そ
れ
ぞ
れ
複
数
選
択
可
】
 

※
複
数
い
る
場
合
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
役
職
を
お
選
び
く
だ
さ
い
。

 

※
元
職
も
含
み
ま
す
。

 

※
各
サ
ー
ビ
ス
は
、
依
頼
文
に
記
載
さ
れ
て
い
る
事
業
所
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
。

 

 
法 人 全 体 

介 護 老 人 福 祉 施 設 

訪 問 介 護 

通 所 介 護 

就 労 継 続 支 援 Ｂ 型 

共 同 生 活 援 助 

放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス 

保 育 所 

民
生
委
員
・
児
童
委
員

 
１

 
１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

大
学
教
授
・
学
校
教
員
等

 
２

 
２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

弁
護
士

 
３

 
３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

社
会
福
祉
士

 
４

 
４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

地
域
住
民
（
自
治
会
長
等
）

 
５

 
５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

監
事
又
は
監
査
役

 
６

 
６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

評
議
員

 
７

 
７
 

７
 

７
 

７
 

７
 

７
 

７
 

他
施
設
の
長
・
役
員

 
８

 
８
 

８
 

８
 

８
 

８
 

８
 

８
 

そ
の
他
（

 
 
 
 
 

 
）
 

９
 

９
 

９
 

９
 

９
 

９
 

９
 

９
 

 【
問
８
＝
「
１
．
設
置
し
て
い
る
」
を
選
ん
だ
各
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
（
「
法
人
全
体
」
で
設
置
し

て
い
る
場
合
は
問
１
で
ご
回
答
い
た
だ
い
た
サ
ー
ビ
ス
を
表
示
し
て
い
ま
す
）
】
 

問
1
1
．
第
三
者
委
員
を
設
置
し
て
い
る
こ
と
を
利
用
者
に
伝
え
て
い
ま
す
か
。

 
 
 
【
そ
れ
ぞ
れ
１
つ
ず
つ
選
択
】

 

※
各
サ
ー
ビ
ス
は
、
依
頼
文
に
記
載
さ
れ
て
い
る
事
業
所
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
。

 

※
法
人
全
体
で
第
三
者
員
を
設
置
し
て
い
る
場
合
に
は
、
サ
ー
ビ
ス
ご
と
に
第
三
者
委
員
を
設
置
し
て
い
な
く

て
も
、
サ
ー
ビ
ス
ご
と
に
利
用
者
に
伝
え
て
い
る
か
、
い
な
い
か
ご
回
答
く
だ
さ
い
。

 

 
介 護 老 人 福 祉 施 設 

訪 問 介 護 

通 所 介 護 

就 労 継 続 支 援 Ｂ 型 

共 同 生 活 援 助 

放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス 

保 育 所 

設
置
し
て
い
る
こ
と
を
利
用
者
に
伝
え
て
い
る

 
１

 
１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

設
置
し
て
い
る
こ
と
を
利
用
者
に
伝
え
て
い
な
い

 
２

 
２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

 

【
問
1
1
で
ど
れ
か
一
つ
で
も
「
２
．
設
置
し
て
い
る
こ
と
を
利
用
者
に
伝
え
て
い
な
い
」
を
選
ん
だ
場
合
ご
回
答
く
だ

さ
い
】

 

問
1
2
．
第
三
者
委
員
を
設
置
し
て
い
る
こ
と
を
利
用
者
に
伝
え
て
な
い
理
由
を
教
え
て
く
だ
さ
い
。
【
自
由
記
述
】

 

 

 【
問
８
で
ど
れ
か
１
つ
で
も
「
１
．
設
置
し
て
い
る
」
を
選
ん
だ
場
合
ご
回
答
く
だ
さ
い
】

 

問
1
3
．
ご
自
身
が
感
じ
て
い
る
、
第
三
者
委
員
を
設
置
す
る
メ
リ
ッ
ト
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
を
お
選

び
く
だ
さ
い
。

 
【
複
数
選
択
可
】

 

１
．
苦
情
対
応
の
透
明
性
が
向
上
す
る

 

２
．
利
用
者
か
ら
の
信
頼
性
が
高
ま
る

 

３
．
問
題
の
早
期
発
見
・
解
決
が
可
能
に
な
る

 

４
．
サ
ー
ビ
ス
品
質
の
向
上
に
つ
な
が
る

 

５
．
法
令
遵
守
の
強
化
が
図
れ
る

 

６
．
職
員
の
負
担
が
軽
減
さ
れ
る

 

７
．
外
部
の
視
点
で
組
織
運
営
を
見
直
せ
る

 

８
．
リ
ス
ク
管
理
体
制
が
強
化
さ
れ
る

 

９
．
そ
の
他
（

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

1
0
．
特
に
な
し

 

 【
問
８
で
「
１
．
設
置
し
て
い
る
」
を
選
ん
だ
法
人
全
体
と
各
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
】

 

問
1
4
．
第
三
者
委
員
へ
の
報
酬
は
中
立
性
の
確
保
の
た
め
、
実
費
弁
償
を
除
き
で
き
る
限
り
無
報
酬
と
す
る
こ
と
が
望

ま
し
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
第
三
者
委
員
の
日
当
や
旅
費
（
交
通
費
）
は
支
払
っ
て
い
ま
す
か
。

 

【
そ
れ
ぞ
れ
１
つ
ず
つ
選
択
】

 

※
各
サ
ー
ビ
ス
は
、
依
頼
文
に
記
載
さ
れ
て
い
る
事
業
所
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
。

 

 
法 人 全 体 

介 護 老 人 福 祉 施 設 

訪 問 介 護 

通 所 介 護 

就 労 継 続 支 援 Ｂ 型 

共 同 生 活 援 助 

放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス 

保 育 所 

日
当
と
旅
費
（
交
通
費
）
の
両
方

 
１

 
１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

旅
費
（
交
通
費
）
の
み

 
２

 
２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

日
当
の
み

 
３

 
３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

支
払
っ
て
い
な
い

 
４

 
４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）

 
５

 
５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
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【
問
８
で
「
１
．
設
置
し
て
い
る
」
を
選
ん
だ
法
人
全
体
と
各
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
】

 

問
1
5
．
第
三
者
委
員
の
過
去
1
年
間
の
活
動
回
数
を
教
え
て
く
だ
さ
い
。
【
数
値
記
入
】

 

※
各
サ
ー
ビ
ス
は
、
依
頼
文
に
記
載
さ
れ
て
い
る
事
業
所
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
。

 

法
人
全
体

 
（
 
 
 
 
）
回
 

介
護
老
人
福
祉
施
設

 
（
 
 
 
 
）
回
 

訪
問
介
護

 
（
 
 
 
 
）
回
 

通
所
介
護

 
（
 
 
 
 
）
回
 

就
労
継
続
支
援
Ｂ
型

 
（
 
 
 
 
）
回
 

共
同
生
活
援
助

 
（
 
 
 
 
）
回
 

放
課
後
等
デ
イ
サ
ー
ビ
ス

 
（
 
 
 
 
）
回
 

保
育
所
 

（
 
 
 
 
）
回
 

 【
問
1
5
で
１
回
以
上
と
回
答
し
た
法
人
全
体
と
各
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
】

 

問
1
6
．
第
三
者
委
員
の
活
動
内
容
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
を
お
選
び
く
だ
さ
い
。
【
そ
れ
ぞ
れ
複
数
選

択
可
】

 

※
各
サ
ー
ビ
ス
は
、
依
頼
文
に
記
載
さ
れ
て
い
る
事
業
所
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
。

 

 
法 人 全 体 

介 護 老 人 福 祉 施 設 

訪 問 介 護 

通 所 介 護 

就 労 継 続 支 援 Ｂ 型 

共 同 生 活 援 助 

放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス 

保 育 所 

苦
情
の
話
合
い
の
立
ち
合
い

 
１

 
１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

苦
情
内
容
の
確
認
、
助
言

 
２

 
２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

解
決
案
の
調
整

 
３

 
３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

利
用
者
か
ら
の
相
談
の
受
付

 
４

 
４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

苦
情
内
容
の
報
告
を
受
け
た
旨
の
苦
情
申
出
人
へ
の
通

知
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

日
常
的
な
状
況
把
握
、
助
言

 
６

 
６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

そ
の
他
（

 
 
 
 
 

 
 
 
）

 
７

 
７
 

７
 

７
 

７
 

７
 

７
 

７
 

 

【
問
８
で
「
２
．
設
置
で
き
て
い
な
い
」
を
選
ん
だ
法
人
全
体
と
各
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
】

 

問
1
7
．
第
三
者
委
員
を
設
置
で
き
て
い
な
い
理
由
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
を
お
選
び
く
だ
さ
い
。

 

※
各
サ
ー
ビ
ス
は
、
依
頼
文
に
記
載
さ
れ
て
い
る
事
業
所
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
。
【
そ
れ
ぞ
れ
複
数
選

択
可
】

 

 
法 人 全 体 

介 護 老 人 福 祉 施 設 

訪 問 介 護 

通 所 介 護 

就 労 継 続 支 援 Ｂ 型 

共 同 生 活 援 助 

放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス 
保 育 所 

設
置
の
必
要
性
や
メ
リ
ッ
ト
を
感
じ
て
い
な
い
た
め

 
１

 
１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

既
存
の
業
務
・
役
職
の
中
で
対
応
可
能
で
あ
る
た
め

 
２

 
２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

適
任
者
を
見
つ
け
ら
れ
な
い
た
め

 
３

 
３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

設
置
す
る
こ
と
に
コ
ス
ト
が
か
か
る
た
め

 
４

 
４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

法
人
全
体
で
第
三
者
委
員
を
設
置
し
て
い
る
た
め

 
※
「
問
８
」
で
「
法
人
全
体
」
で
「
１

.設
置
」
の
場
合
表
示
 

-
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）

 
６

 
６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

   問
1
8
．
貴
法
人
全
体
に
お
け
る
利
用
者
か
ら
の
過
去
１
年
間
の
苦
情
の
件
数
を
教
え
て
く
だ
さ
い
。

 
【
数
値
記
入
】

 

 
件
 

 

【
問
1
8
で
１
件
以
上
の
場
合
ご
回
答
く
だ
さ
い
。
】

 

問
1
9
．
貴
法
人
全
体
に
お
け
る
過
去
１
年
間
の
苦
情
の
内
容
の
う
ち
、
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
を
お
選
び
く
だ
さ

い
。
【
複
数
選
択
可
】

 

１
．
サ
ー
ビ
ス
の
質
・
量
に
関
す
る
も
の

 
４
．
事
業
所
の
運
営
に
関
す
る
も
の

 

２
．
職
員
の
接
遇
に
関
す
る
も
の

 
５
．
利
用
者
の
ト
ラ
ブ
ル
に
関
す
る
も
の

 

３
．
事
故
・
被
害
・
損
害
に
関
す
る
も
の

 
６
．
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

 

苦
情
の
内
容
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   問
2
0
．
苦
情
解
決
の
た
め
の
規
程
・
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
定
め
て
い
ま
す
か
。
 
【
そ
れ
ぞ
れ
１
つ
ず
つ
選
択
】
 

※
各
サ
ー
ビ
ス
は
、
依
頼
文
に
記
載
さ
れ
て
い
る
事
業
所
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
。

 

 
法 人 全 体 

介 護 老 人 福 祉 施 設 

訪 問 介 護 

通 所 介 護 

就 労 継 続 支 援 Ｂ 型 

共 同 生 活 援 助 

放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス 

保 育 所 

規
程
の
み
定
め
て
い
る

 
１

 
１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

マ
ニ
ュ
ア
ル
の
み
定
め
て
い
る

 
２

 
２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

規
程
と
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
両
方
を
定
め
て
い
る

 
３

 
３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

ど
ち
ら
も
定
め
て
い
な
い

 
４

 
４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

※
問
１
で
選
択
い
た
だ
い
た
各
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
回
答
く
だ
さ
い
。

 

 問
2
1
．
苦
情
解
決
の
仕
組
み
を
利
用
者
や
家
族
に
ど
の
よ
う
に
周
知
し
て
い
ま
す
か
。
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
を
お

選
び
く
だ
さ
い
。

 
【
そ
れ
ぞ
れ
複
数
選
択
可
】

 

※
各
サ
ー
ビ
ス
は
、
依
頼
文
に
記
載
さ
れ
て
い
る
事
業
所
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
。

 

 
法 人 全 体 

介 護 老 人 福 祉 施 設 

訪 問 介 護 

通 所 介 護 

就 労 継 続 支 援 Ｂ 型 

共 同 生 活 援 助 

放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス 

保 育 所 

施
設
内
に
掲
示
（
ポ
ス
タ
ー
や
案
内
板
な
ど
）

 
１

 
１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

入
所
・
利
用
時
の
説
明

 
２

 
２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

利
用
者
・
家
族
向
け
の
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
や
書
類
配
布

 
３

 
３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

定
期
的
な
会
議
や
面
談
で
の
説
明

 
４

 
４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

事
業
所
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
や

SN
Sで

の
情
報
公
開

 
５

 
５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）

 
６

 
６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

周
知
し
て
い
な
い

 
７

 
７
 

７
 

７
 

７
 

７
 

７
 

７
 

※
問
１
で
選
択
い
た
だ
い
た
各
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
回
答
く
だ
さ
い
。

 

苦
情
解
決
の
仕
組
み
に
つ
い
て

 
問
2
2
．
苦
情
解
決
に
関
す
る
職
員
研
修
を
実
施
ま
た
は
研
修
に
参
加
し
て
い
ま
す
か
。
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
を
お

選
び
く
だ
さ
い
。

 
 
【
そ
れ
ぞ
れ
複
数
選
択
可
】

 

 
※
各
サ
ー
ビ
ス
は
、
依
頼
文
に
記
載
さ
れ
て
い
る
事
業
所
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
。

 

 
法 人 全 体 

介 護 老 人 福 祉 施 設 

訪 問 介 護 

通 所 介 護 

就 労 継 続 支 援 Ｂ 型 

共 同 生 活 援 助 

放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス 

保 育 所 

法
人
ま
た
は
事
業
所
ご
と
に
実
施
し
て
い
る

 
１

 
１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

運
営
適
正
化
委
員
会
等
が
実
施
す
る
研
修
会
・
セ
ミ
ナ

ー
に
参
加
し
て
い
る

 
２

 
２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

運
営
適
正
化
委
員
会
等
の
巡
回
指
導
又
は
巡
回
訪
問
を

受
け
入
れ
て
い
る

 
３

 
３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

実
施
し
て
い
な
い
、
参
加
し
て
い
な
い

 
４

 
４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

※
問
１
で
選
択
い
た
だ
い
た
各
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
回
答
く
だ
さ
い
。

 

 【
問
2
2
で
「
１
．
法
人
ま
た
は
事
業
所
ご
と
に
実
施
し
て
い
る
」
「
２
．
運
営
適
正
化
委
員
会
等
が
実
施
す
る
研
修

会
・
セ
ミ
ナ
ー
に
参
加
し
て
い
る
」
を
選
ん
だ
法
人
全
体
と
各
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
。
】
 

問
2
3
．
ど
の
よ
う
な
テ
ー
マ
で
苦
情
解
決
に
関
す
る
職
員
研
修
を
実
施
ま
た
は
参
加
し
て
い
ま
す
か
。
あ
て
は
ま
る
も

の
す
べ
て
を
お
選
び
く
だ
さ
い
。

 
【
そ
れ
ぞ
れ
複
数
選
択
可
】

 

※
各
サ
ー
ビ
ス
は
、
依
頼
文
に
記
載
さ
れ
て
い
る
事
業
所
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
。

 

 
法 人 全 体 

介 護 老 人 福 祉 施 設 

訪 問 介 護 

通 所 介 護 

就 労 継 続 支 援 Ｂ 型 

共 同 生 活 援 助 

放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス 

保 育 所 

苦
情
解
決
の
基
本
的
な
手
順

 
１

 
１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

利
用
者
や
家
族
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
ス
キ
ル
向
上

 
２

 
２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

ス
ト
レ
ス
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
や
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
ケ
ア

 
３

 
３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

第
三
者
委
員
と
の
連
携
方
法

 
４

 
４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

法
律
や
規
則
に
基
づ
く
対
応
方
法

 
５

 
５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）

 
６

 
６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

６
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問
2
4
．
苦
情
申
出
・
相
談
受
付
状
況
や
結
果
に
関
し
て
、
ど
の
よ
う
な
形
で
公
表
し
て
い
ま
す
か
。
あ
て
は
ま
る
も
の

す
べ
て
を
お
選
び
く
だ
さ
い
。

 
【
そ
れ
ぞ
れ
複
数
選
択
可
】

 

※
各
サ
ー
ビ
ス
は
、
依
頼
文
に
記
載
さ
れ
て
い
る
事
業
所
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
。

 

 
法 人 全 体 

介 護 老 人 福 祉 施 設 

訪 問 介 護 

通 所 介 護 

就 労 継 続 支 援 Ｂ 型 

共 同 生 活 援 助 

放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス 

保 育 所 

苦
情
を
申
し
出
た
人
に
報
告
し
て
い
る

 
１

 
１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

１
 

利
用
者
や
家
族
集
会
で
説
明
し
て
い
る

 
２

 
２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

２
 

掲
示
板
へ
掲
示
し
て
い
る

 
３

 
３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

３
 

広
報
誌
等
へ
掲
載
し
て
い
る

 
４

 
４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

４
 

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
へ
掲
載
し
て
い
る

 
５

 
５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

５
 

事
業
報
告
書
へ
掲
載
し
て
い
る

 
６

 
６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

６
 

そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）

 
７

 
７
 

７
 

７
 

７
 

７
 

７
 

７
 

苦
情
受
付
の
状
況
や
解
決
結
果
は
公
表
し
て
い
な
い

 
８

 
８
 

８
 

８
 

８
 

８
 

８
 

８
 

※
問
１
で
選
択
い
た
だ
い
た
各
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
回
答
く
だ
さ
い
。

 

   問
2
5
．
貴
法
人
全
体
で
は
苦
情
を
ど
の
よ
う
に
考
え
て
い
ま
す
か
。
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
を
お
選
び
く
だ
さ
い
。

 

※
カ
ス
タ
マ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
（
通
称
：
カ
ス
ハ
ラ
）
は
除
く

 
【
複
数
選
択
可
】

 

１
．
サ
ー
ビ
ス
の
質
を
向
上
さ
せ
る
た
め
の
も
の

 

２
．
利
用
者
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
深
め
る
た
め
の
も
の

 

３
．
事
務
手
続
き
や
処
理
に
時
間
が
か
か
る
や
っ
か
い
も
の

 

４
．
第
三
者
委
員
が
解
決
す
る
も
の

 

５
．
運
営
適
正
化
委
員
会
が
解
決
す
る
も
の

 

６
．
そ
の
他
（

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

７
．
特
に
考
え
て
は
い
な
い

 

 

苦
情
解
決
に
お
け
る
課
題

 

問
2
6
．
貴
法
人
全
体
で
の
苦
情
対
応
で
の
課
題
に
つ
い
て
、
教
え
て
く
だ
さ
い
。
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
を
お
選
び

く
だ
さ
い
。

 
【
複
数
選
択
可
】

 

１
．
適
切
な
人
材
の
確
保
が
難
し
い

 

２
．
苦
情
対
応
の
た
め
の
リ
ソ
ー
ス
（
人
員
、
時
間
）
が
不
足
し
て
い
る

 

３
．
職
員
の
ス
キ
ル
不
足

 

４
．
利
用
者
や
家
族
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
難
し
い

 

５
．
苦
情
が
エ
ス
カ
レ
ー
ト
す
る
こ
と
が
あ
る

 

６
．
相
談
先
が
な
い

 

７
．
そ
の
他
（

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）

 

８
．
課
題
を
感
じ
て
い
な
い

 

 問
2
7
．
貴
法
人
全
体
で
の
第
三
者
委
員
に
関
す
る
課
題
に
つ
い
て
、
教
え
て
く
だ
さ
い
。
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
を

お
選
び
く
だ
さ
い
。

 
【
複
数
選
択
可
】
 

１
．
適
切
な
第
三
者
委
員
を
見
つ
け
る
の
が
難
し
い

 

２
．
第
三
者
委
員
が
十
分
な
役
割
を
果
た
し
て
い
な
い

 

３
．
第
三
者
委
員
と
の
連
携
が
難
し
い

 

４
．
第
三
者
委
員
に
対
す
る
報
酬
が
十
分
で
な
い

 

５
．
第
三
者
委
員
の
活
動
時
間
や
頻
度
が
足
り
な
い

 

６
．
利
用
者
や
家
族
に
第
三
者
委
員
の
存
在
が
十
分
に
周
知
さ
れ
て
い
な
い

 

７
．
そ
の
他
（

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）

 

８
．
課
題
を
感
じ
て
い
な
い

 

 問
2
8
．
苦
情
解
決
に
関
し
て
、
運
営
適
正
化
委
員
会
、
都
道
府
県
・
市
町
村
へ
の
期
待
を
教
え
て
く
だ
さ
い
。
【
自
由

記
述
】

 

運
営
適
正
化
委
員
会
へ
の
期
待

 
 

都
道
府
県
・
市
町
村
へ
の
期
待
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４．ヒアリングフェイスシート 

 

 

 

※調査時点は、2024年 12月 1日でお願いします。 

 

1. 法人（事業所）の苦情解決体制の概要について 

事業所ごとに異なる場合などは、ヒアリング時に詳しく伺います。 

 

2. 利用者の状況等について（法人全体でお答えの場合は、精緻な人数ではなく大まかで構いません） 

 実数 利用定員 

7）利用者        （人）        （人） 

8） 18 歳未満の利用者         （人）        （人） 

9） 18 歳以上の利用者         （人）        （人） 

 

3. 苦情の件数（2023年度の 1年間） 

 件数 

苦情件数 （件） 

 

1) 苦情解決責任者、苦情受付担当者の兼任の状況 

1  担当者は兼任している    2  それぞれ別の担当者を配置している 

2) 苦情受付担当者の役職（複数回答可） 

1  施設長（事業所の長含む）    2  サービス管理・提供責任者    3  管理者     

4  理事長・社長    5  課長・部長・主任    6  相談員（支援員含む）    7  その他 

3) 苦情解決責任者の役職（複数回答可） 

1  施設長（事業所の長含む）    2  サービス管理・提供責任者    3  管理者     

4  理事長・社長    5  課長・部長・主任    6  相談員（支援員含む）    7  その他 

4) 第三者委員の設置状況（複数回答可） 

1  法人全体で設置    2  事業所ごとに設置 

5) 第三者委員の人数 （事業所ごとに設置している場合は、代表的な事業所の人数）  

（             ）人 

6) 第三者委員の役職 （5）で回答した方についてお答えください）  

1  民生委員・児童委員    2  大学教授・学校教員等    3  弁護士 

4  社会福祉士    5  地域住民（自治会長等）    6  監事又は監査役 

7  評議員    8  他施設の長・役員    9  その他 

 

令和 6年度 社会福祉推進事業 

社会福祉推進事業 「社会福祉事業者における苦情解決体制のあり方に関する調査研究」 

ヒアリング調査 

フェイスシート（基本情報） 
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参考資料２：社会福祉事業の経営者による福

祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針  
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１．社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針 

 

1 苦情解決の仕組みの目的 

○  自ら提供するサービスから生じた苦情について、自ら適切な対応を行うことは、社会福

祉事業の経営者の重要な責務である。 

○  このような認識に立てば、苦情への適切な対応は、自ら提供する福祉サービスの検証・改

善や利用者の満足感の向上、虐待防止・権利擁護の取組の強化など、福祉サービスの質の向

上に寄与するものであり、こうした対応の積み重ねが社会福祉事業を経営する者の社会的信

頼性の向上にもつながる。 

○  苦情を密室化せず、社会性や客観性を確保し、一定のルールに沿った方法で解決を進める

ことにより、円滑・円満な解決の促進や事業者の信頼や適正性の確保を図ることが重要であ

る。 

 

2 苦情解決体制 

(1) 苦情解決責任者 

苦情解決の責任主体を明確にするため、施設長、理事等を苦情解決責任者とする。 

 

(2) 苦情受付担当者 

○  サービス利用者が苦情の申出をしやすい環境を整えるため、職員の中から苦情受付担当者

を任命する。 

○  苦情受付担当者は以下の職務を行う。 

ア 利用者からの苦情の受付 

イ 苦情内容、利用者の意向等の確認と記録 

ウ 受け付けた苦情及びその改善状況等の苦情解決責任者及び第三者委員への報告 

 

(3) 第三者委員 

苦情解決に社会性や客観性を確保し、利用者の立場や特性に配慮した適切な対応を推進

するため、第三者委員を設置する。 

○ 設置形態 

ア 事業者は、自らが経営するすべての事業所・施設の利用者が第三者委員を活用でき

る体制を整備する。 

イ 苦情解決の実効性が確保され客観性が増すのであれば、複数事業所や複数法人が共同

で設置することも可能である。 

○ 第三者委員の要件 

ア 苦情解決を円滑・円満に図ることができる者であること。 

イ 世間からの信頼性を有する者であること。 

(例示) 

評議員、監事又は監査役、社会福祉士、民生委員・児童委員、大学教授、弁護士など 

○ 人数 

第三者委員は、中立・公正性の確保のため、複数であることが望ましい。その際、即応性を確保するた

め個々に職務に当たることが原則であるが、委員相互の情報交換等連携が重要である。 

○ 選任方法 

(対象事業者) 

社会福祉法第２条に規定する社会福祉事業を経営する者とする。 

また、上記以外の福祉サービスを提供する者等についても、本指針を参考として、苦情解決の
仕組みを設けることが望まれる。 
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第三者委員は、経営者の責任において選任する。 

(例示) 

ア 理事会が選考し、理事長が任命する。 

イ 選任の際には、運営協議会や利用者等からの意見聴取を行う。 

○ 職務 

ア 苦情受付担当者からの受け付けた苦情内容の報告聴取 

イ 苦情内容の報告を受けた旨の苦情申出人への通知 

ウ 利用者からの苦情の直接受付 

エ 苦情申出人への助言 

オ 事業者への助言 

カ 苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いへの立ち会い、助言 

キ 苦情解決責任者からの苦情に係る事案の改善状況等の報告聴取 

ク 日常的な状況把握と意見傾聴 

○ 報酬 

第三者委員への報酬は中立性の確保のため、実費弁償を除きできる限り無報酬とすることが

望ましい。ただし、第三者委員の設置の形態又は報酬の決定方法により中立性が客観的に確

保できる場合には、報酬を出すことは差し支えない。 

なお、かかる経費について措置費等より支出することは、差し支えないものとする。 

 

3 苦情解決の手順 

(1) 利用者への周知 

施設内への掲示、パンフレットの配布等により、苦情解決責任者は、利用者に対して、

苦情解決責任者、苦情受付担当者及び第三者委員の氏名・連絡先や、苦情解決の仕組みに

ついて周知する。 

 

(2) 苦情の受付 

○  苦情受付担当者は、利用者等からの苦情を随時受け付ける。なお、第三者委員も直接苦

情を受け付けることができる。 

○  苦情受付担当者は、利用者からの苦情受付に際し、次の事項を書面に記録し、その内容

について苦情申出人に確認する。 

ア 苦情の内容 

イ 苦情申出人の希望等 

ウ 第三者委員への報告の要否 

エ 苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いへの第三者委員の助言、立ち会いの要否 

○  ウ及びエが不要な場合は、苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いによる解決を図る。 

 

(3) 苦情受付の報告・確認 

○  苦情受付担当者は、受け付けた苦情はすべて苦情解決責任者及び第三者委員に報告する。ただ

し、苦情申出人が第三者委員への報告を明確に拒否する意思表示をした場合を除く。 

○ 投書など匿名の苦情については、第三者委員に報告し、必要な対応を行う。 

○  第三者委員は、苦情受付担当者から苦情内容の報告を受けた場合は、内容を確認するとと

もに、苦情申出人に対して報告を受けた旨を通知する。 

 

(4) 苦情解決に向けての話し合い 

○  苦情解決責任者は苦情申出人との話し合いによる解決に努める。その際、苦情申 出人

又は苦情解決責任者は、必要に応じて第三者委員の助言を求めることができる。 

○  第三者委員の立ち会いによる苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いは、次により行う。 

ア 第三者委員による苦情内容の確認 

イ 第三者委員による解決案の調整、助言 

ウ 話し合いの結果や改善事項等の書面での記録と確認 

なお、苦情解決責任者も第三者委員の立ち会いを要請することができる。 
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(5) 苦情解決の記録、報告 

苦情解決や改善を重ねることにより、サービスの質が高まり、運営の適正化が確保され

る。これらを実効あるものとするため、記録と報告を積み重ねるようにする。 

ア 苦情受付担当者は、苦情受付から解決・改善までの経過と結果について書面に記録を

する。 

イ 苦情解決責任者は、一定期間毎に苦情解決結果について第三者委員に報告し、必要

な助言を受ける。 

ウ 苦情解決責任者は、苦情申出人に改善を約束した事項について、苦情申出人及び第

三者委員に対して、一定期間経過後、報告する。 

 

(6) 解決結果の公表 

利用者によるサービスの選択や事業者によるサービスの質や信頼性の向上を図るため、個

人情報に関するものを除き、インターネットを活用した方法のほか、「事業報告書」や「広報

誌」等に実績を掲載し、公表する。 
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